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序     文 
 

日本国政府は、セントビンセント及びグレナディーン諸島国、セントクリストファー・ネーヴ

ィス国、アンティグア・バーブーダ国、ドミニカ国、セントルシア国及びグレナダ国の要請に基

づき、「カリブ地域における漁民と行政による共同漁業管理プロジェクト」を実施することを決定

しました。 

これを受け独立行政法人国際協力機構は、2012 年 10 月 6 日から 10 月 26 日まで詳細計画策定

調査を実施し、各国政府の意向を聴取するとともに現地調査の結果を踏まえ、協力事業の実施に

関する合意文書を署名・交換しました。 

本報告書は、同調査の協議結果、評価結果を取りまとめたものであり、今後プロジェクトの実

施にあたり広く活用されることを願うものです。 

終わりに、本調査実施にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心から感謝の意を表し

ます。 
 

平成 25 年 1 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
農村開発部長 熊代 輝義 
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地     図 
 
 

CRFM 事務局（本部） 



プロジェクト実施概念図 
 
 

プロジェクト目標：各国の状況に適した漁民と行政の共同による漁業管理アプローチが 
開発され、カリブ地域で共有される。 

 

FAD（浮魚礁） 

成果 

成果１：パイロット（実証）事業において、漁民と行政の共同による漁業管理のために必要な漁業情

報が収集、整理、及び定期的に更新される 

成果３：漁民と行政の共同による漁業管理を推進するノウハウや技術が導入される 

成果２：パイロット（実証）事業において、漁民と行政の共同による漁業管理に関する合意形成及び

ルール／規則順守のしくみが提案され、実証される 

成果４：各国におけるパイロット（実証）事業の成果が体系化され、カリブ地域で共有される 

潜水漁業 かご漁業 対象とする 
漁業 
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略 語 正式名称 日本語 

CRFM Caribbean Regional Fisheries Mechanisms カリブ地域漁業機構 

CARICOM Caribbean Community カリブ共同体 

FAD(s) Fish Aggregating Devices 浮漁礁 

OECS Organisation of Eastern Caribbean States 東カリブ諸国機構 

NJCC National Joint Coordinating Committee 国別合同調整委員会 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

MAGDELESA Moored fish AGgregating DEvice in the LESser Antilles 
小アンティル諸島におけ

る浮魚礁（FAD）プログ

ラム 

PDM Project Design Matrix 
プロジェクト・デザイ

ン・マトリックス 
PO Plan of Operations 活動計画 

R/D Record of Discussions 討議議事録 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録 
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事業事前評価表 
 
１．案件名                                             

 国 名： セントビンセント及びグレナディーン諸島（以下、「セントビンセント」）、セントク

リストファー・ネーヴィス（以下、「セントキッツ」）、アンティグア・バーブーダ、

ドミニカ国、セントルシア、グレナダ 
 案件名：和名 カリブ地域における漁民と行政の共同による漁業管理プロジェクト 

英名 Caribbean Fisheries Co-Management Project  
 
２．事業の背景と必要性                                      

(1) 当該国における水産セクターの現状と課題 
カリブ地域各国において水産業は伝統的に重要な産業であり、今でも主要産業の観光業及

び農業に次ぐ就業率を占めている。水産物を提供するレストラン、ホテルなどの関連産業や

観光客向けのスポーツ・フィッシングを含めると、各国経済における水産業の重要性は高い

といえる。また、各国はカリブ海及び大西洋に囲まれていることから水産資源が地元住民の

貴重な動物性蛋白質の供給源となっており、水産業の持続的発展が不可欠である。 
しかしながら、近年は過剰漁獲による沿岸水産資源の減少がカリブ地域共通の課題になっ

ている。沿岸ではコンク貝やロブスター、リーフ魚、小型浮魚などの過剰漁獲がみられると

ともに、ゴーストフィッシング（荒天や事故のため海中で紛失・流出した漁具が魚介類を捕

り続け、そのまま魚介類が死亡してしまう現象）が水産資源減少に拍車をかけている。 
カリブ共同体（Caribbean Community：CARICOM：カリコム）事務局は、その水産部門と

してカリブ地域漁業機構（Caribbean Regional Fisheries Mechanisms：CRFM）を 2003 年 3 月に

設立し、加盟国間の協力を通じた域内全体での水産資源管理をめざして活動を続けてきた。

わが国は CRFM 事務局及び加盟国からの要請を受け、2009 年から 2012 年まで開発調査「カ

リブ地域における漁業・水産業に係る開発・管理マスタープラン調査」（以下、開発調査）を

実施した。本開発調査では、パイロットプロジェクトによる実証を踏まえて、カリブ地域の

水産資源管理に関する以下の主要課題が明らかになった。 
①各国水産局は人員及び財務体制が小規模であり、資源管理計画が適切に構築されていな

い。 
②資源管理のために必要な統計（センサス）の整備が不十分であり、分析結果の漁民への

フィードバックも不足しているため、漁民の統計データ集計への協力も限定的である。 
③各国水産局間で資源管理活動の経験・教訓を共有するしくみが弱く、水産資源管理に関

する地域ネットワークの構築が急務。 
④漁民（特に沿岸零細漁民）は資源管理政策に伴う収入減少への不安を抱えており、代替

収入源の創出についても検討が必要。 
⑤水産物のマーケティングや付加価値向上への取り組みにおいても、改善の余地は大きい。 

 
(2) カリブ地域における水産セクターの開発政策と本プロジェクトの位置づけ 

CRFM は、加盟各国において持続的な漁業・水産業が営まれるよう、各国と協力しカリブ

地域に共通する水産資源の管理、開発に資する活動を行うことをその基本政策として定めて
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いる（Agreement Establishing the CRFM, February 4, 2002）。本プロジェクトはカリブ地域にお

いて共通課題となっている、コンク貝、ロブスター、リーフ魚、及び小型浮魚等の過剰漁獲

による沿岸水産資源の減少に焦点をあて、水産資源の持続的利用を可能にするために必要な

「漁民と行政の共同による漁業管理」を確立することを目的としており、上記基本政策と合

致している。 
 

(3) 水産セクターに対するわが国及び JICA の援助方針と実績 
わが国は、2010 年 9 月 2 日に東京で開催された第 2 回日・カリコム外相会議で採択された

「日本とカリコム諸国との平和・開発・繁栄のためのパートナーシップ」（Partnership for Peace, 
Development and Prosperity between Japan and the Member States of the Caribbean Community）に

基づき、①グローバル経済への統合、②環境・気候変動、③人間の安全保障の 3 つを柱に協

力を行っている。水産は「グローバル経済への統合」における重点分野の 1 つと位置づけら

れ、カリブ地域の水産資源の持続的開発、保全及び管理の分野において緊密な協力を継続す

ることがカリコム各国と確認されている。加えて、本プロジェクトは対象 6カ国において JICA
が展開している「水産業・漁村コミュニティ開発支援プログラム」の下に位置づけられ、カ

リブ地域の水産業の持続的発展を支援するというわが国の援助方針と整合している。 
 

(4) 他の援助機関の対応 
カリブ地域の水産分野への協力については、世界銀行、国連食糧農業機関（FAO）、EU、

フランス、カナダなどが実施している。本プロジェクトにおいては EU 及びフランスが小ア

ンティル諸島において実施する浮魚礁（Fish Aggregating Devices：FAD）プログラムの

MAGDELESA（Moored fish AGgregating DEvice in the LESser Antilles）との連携が想定される。 
 

３．事業概要                                             

(1) 事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 
本プロジェクトは東カリブ諸国機構（Organisation of Eastern Caribbean States：OECS）6 カ

国及びカリブ地域において、「漁民と行政の共同による漁業管理（Co-Management1）」のため

に必要な漁業情報を収集し、合意形成及びルール/規則遵守のしくみを実証すること、及びパ

イロット（実証）事業の成果をカリブ地域で共有することにより、プロジェクト実施 6 カ国

の状況に適した「漁民と行政の共同による漁業管理アプローチ（Co-Management アプローチ）
2」の開発を図り、もって Co-Management アプローチのカリブ地域への普及に寄与するもの

である。 
 

(2) プロジェクトサイト/対象地域名 
セントビンセント：セントビンセント島西海岸及びベクエ島 
セントキッツ：カリブ海 
アンティグア・バーブーダ：アーリングス沖及び沿岸部 

                                                        
1 Co-Management の日本語訳としては共同漁業管理/漁業共同管理なども考えられるものの、何と何との共同なのかが明確でな

いこと、また、日本語で共同漁業は漁業協同組合の組合員が一定の水域を共同利用して営む漁業のことを指すことから、正

確を期すために、日本語では「漁民と行政の共同による漁業管理」とする。 
2 アプローチ＝管理方策(手法)や支援方策を適切に組み合わせたもの 
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ドミニカ国：全海域 
セントルシア：カリブ海 
グレナダ：大西洋 

 
(3) 本プロジェクトの受益者（ターゲットグループ） 

セントビンセント：セントビンセント島西海岸の浮魚礁（以下、「FAD」）漁業者 
ベクエ島のロブスター漁業従事者 

セントキッツ：カリブ海の FAD 漁業者 
アンティグア・バーブーダ： アーリングス沖合の FAD 漁業者 

 沿岸のかご漁業者 
ドミニカ国：全海域における FAD 漁業者 
セントルシア：カリブ海の FAD 漁業者 
グレナダ：大西洋の FAD 漁業者 

 
(4) 事業スケジュール（協力期間） 

2013 年 4 月～2018 年 4 月を予定（計 60 カ月） 
 

(5) 総事業費（日本側） 
2.8 億円 

 
(6) 相手国側実施機関 

OECS 6カ国水産局及び CRFM 事務局 
 

(7) 投入（インプット） 
1) 日本側 

専門家派遣： 長期専門家 2 名（プロジェクト運営管理、漁業管理）、短期専門家（必要

に応じて） 
本邦研修： 島嶼国水産普及員養成コース（沖縄、フィジー）、国別研修等 
機材供与： FAD 等活動に必要な資機材（ブイ、網、縄などの漁具及び器具） 
プロジェクト活動経費： 専門家旅費・交通費、現地スタッフ傭人費、プロジェクトサイ

トに配置するローカルコンサルタント等委託費、ワークショッ

プ経費 
2) 相手国側 

カウンターパート配置： 各国水産局員（漁業統計、資源管理、FAD 漁業管理、センサス・

漁業情報収集）、CRFM 事務局員（必要に応じて） 
プロジェクト事務所： セントビンセントの CRFM 技術ユニット内に事務所を設置し、広

域プロジェクトの拠点とするとともに、OECS6 カ国すべての水産

局内にも、各国の活動拠点として執務室を設置する 
専門家執務に関する設備 
プロジェクト活動経費： カウンターパートの給与・手当等 
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(8) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 
1) 環境に対する影響/用地取得・住民移転 
①カテゴリ分類 C 
②カテゴリ分類の根拠 本プロジェクトは、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」

（2010 年 4 月公布）上、環境への望ましくない影響は最小限であると判断されるため。 
2) ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 

一般に、水産業において、漁船による操業は主に男性の仕事となっているものの、漁獲

後の加工、販売においては女性も従事しており、本プロジェクトで想定している水産資源

管理においても女性が一定の役割を担うことが予想される。一方で、女性は家事労働も行

っているため、労働負荷が過大になりがちという課題がある。本プロジェクトでは、女性

の役割やニーズを把握のうえ、ジェンダーの視点に立った活動を行うことでより効果が高

まることが期待される。 
 

(9) 関連する援助活動 
1) わが国の援助活動 
・開発調査「カリブ地域における漁業・水産業に係る開発・管理マスタープラン調査」 

（2009～2012 年）  
・個別専門家「水産物の取扱い及び流通に関する水産開発アドバイザー（セントルシア、

グレナダ、セントビンセント）」（2006～2012 年） 
・個別専門家「水産加工及び流通、水産開発アドバイザー（アンティグア・バーブーダ、

ドミニカ、セントキッツ）」（2006～2013 年） 
・水産無償資金協力 （1987 年～） 

2) 他ドナー等の援助活動 
EU 及びフランスによる協力である MAGDELESA は、東カリブ諸国（セントキッツ、ド

ミニカ国、セントビンセント、グレナダ）並びに仏領カリブ諸国（グアドループ及びマル

ティニーク）における FAD 漁業の推進を事業内容としており、既に一部諸国では FAD を

設置済みである。本プロジェクトにおいても、MAGDELESA により設置された FAD 付近

で実施されている FAD 漁業を活動に含める予定である。 
 
４．協力の枠組み                                           

(1) 協力概要 
1) 上位目標 

パイロット（実証）事業として実施された漁民と行政の共同による漁業管理アプローチ

が実施国及びカリブ地域に適切に普及される 
【指標】 

1．プロジェクト終了後、漁民と行政の共同による漁業管理の実施事例数（漁法別）が

増加する 
2．漁民と行政の共同による漁業管理に参加する漁民数が増加する 
3．漁民と行政の共同による漁業管理アプローチ（Co-Management アプローチ）を適切

に実施する国の数が増加する 
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2) プロジェクト目標 
各国の状況に適した漁民と行政の共同による漁業管理アプローチが開発され、カリブ地

域で共有される 
【指標】 

1．XX％以上の対象漁民が漁業管理に参加し、合意されたルールが順守される3 
2．各国で開発されたアプローチがカリブ地域で共有され、他の国々の水産局員から有

用であると認識される4 
3) 成果及び活動 
成果 1：パイロット（実証）事業において、漁民と行政の共同による漁業管理のために必

要な漁業情報が収集、整理、及び定期的に更新される 
【指標】 

1-1 定期的に更新される漁業情報のスコープ5 
1-2 定期的に更新される漁業情報の信頼性6 
1-3 漁業情報が更新される頻度  
1-4 漁民と行政の共同による漁業管理のために漁業情報が活用されるレベル7  

【活動】 
1-1 パイロット（実証）事業において、ベースラインサーベイを実施する 
1-2 漁民登録、漁船登録/免許のしくみを調査し、改善する 
1-3 パイロット（実証）事業において、漁民と行政の共同による漁業管理のために、定

期的に更新すべき漁業情報の範囲と収集方法を決定する 
1-4 パイロット（実証）事業において、漁業情報を定期的に更新する 

 
成果 2：パイロット（実証）事業において、漁民と行政の共同による漁業管理に関する合

意形成及びルール/規則順守のしくみが提案され、実証される 
【指標】 

2-1 提案された「しくみ（Mechanism）」、及びその「しくみ」に基づいて策定されたル

ール及び規則の数 
2-2 XX％以上の漁民が漁業管理方策の意思決定プロセスに参画する 
2-3 XX％以上の漁民が合意されたルールを順守する  

【活動】 
2-1 漁民と行政の共同による漁業管理への参加と行動計画について、漁民間、及び漁民

と行政間で合意を形成する 
2-2 FAD 漁業免許など、漁民と行政の共同による漁業管理に必要なルールについて、漁

                                                        
3 本プロジェクトでは各国で未整備となっている漁民・漁船の登録制度を各国に導入する活動を予定しており、漁船制度の登

録については船体表示制度の導入も検討している。これらにより具体的な漁業管理に参加している漁民数を測定する。 
4 本指標は毎年定期的に実施されるカリブ広域セミナー（域内ワークショップ）において、質問票及びインタビューにて測定

する。 
5 漁業情報の項目としては漁民数、漁船数、稼働漁民数、稼働漁船数、魚種別漁獲量、漁獲努力量（漁具・漁法・規模）、漁獲

物流通形態などが想定されるが、そのどこまでの範囲が漁民と行政の共同による漁業管理のために有用かつ現実的か、定期

的に検討・更新される必要がある。本指標は、それらが定期的に更新されているかどうかを測定する。 
6 指標 1-1 と同様に測定される。 
7 活用のレベルは、活動 2-2、2-4 及び 2-5 において、定例会議資料に漁業情報が含まれているか、また、同会議でその正確性

が検証されたか、ルール及び行政措置の検討に漁業情報が活用されたかによって確認する。 
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民間及び漁民と行政間で合意を形成する 
2-3 免税、漁民講習（Basic Fishermen Training Course：BFTC）等、漁民と行政の共同に

よる漁業管理の促進のために実施可能な行政策を確認する 
2-4 漁民と行政の共同による漁業管理方策を規定する行政措置の策定を促進する 
2-5 漁業管理に参加する漁民/漁民組織と行政担当者が定期会合を実施する 

 
成果 3：漁民と行政の共同による漁業管理を推進するノウハウや技術が導入される 
【指標】 

3-1 漁民のニーズに基づき導入されたノウハウと技術の数8 
3-2 水産局担当職員における、導入されたノウハウと技術の習熟度と活用度 
3-3 漁民組織の管理能力が評価される（組織運営、財務管理等） 

【活動】 
3-1 パイロット（実証）事業の関係者に技術支援を行う 
3-2 水産局の能力向上のための技術支援を行う 
3-3 漁民組織の能力向上のための技術支援を行う 

 
成果 4：各国におけるパイロット（実証）事業の成果が体系化され、カリブ地域で共有さ

れる 
【指標】 

4-1 共有された教訓の数と内容  
4-2 教訓が共有された国の数  

【活動】 
4-1 パイロット（実証）事業の経験をレビューし、教訓を抽出する 
4-2 域内ワークショップに参加し、経験を共有する 

 
4) プロジェクト実施上の留意点 

a) 本プロジェクトでは、比較的漁業の共通性が高く、またこれまで個別専門家を派遣し

てきた実績のある東カリブ諸国機構（OECS）の 6 カ国、すなわち、セントキッツ、

アンティグア・バーブーダ、ドミニカ国、セントルシア、セントビンセント、及びグ

レナダを直接の活動対象とする、カリブ地域広域プロジェクトである。事業実施合意

においては、OECS 6カ国すべてから個別に提出される要請書を基に PDM 及び PO 詳

細について協議を行い、各国ごとに R/D を締結する。なお、案件名、PDM 及び PO に

ついては OECS 6カ国で基本的には同様のものとする点、事前に各国水産局と合意済

みである。 
b) 以下の 4 点をプロジェクト実施上の基本理念とする。 
①域内共通課題への対応 
②参加型資源管理の推進 
③ローカルリソースの積極的活用：本プロジェクトに関連する活動の先行実施国及び

                                                        
8 導入されるノウハウと技術の具体例としては、FAD 漁業技術、ログブック、漁獲量/努力量の集計報告様式等が想定される。

これらが操業報告書やマニュアル、行政措置、ルール/規則などで反映されている数を測定する。 
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CRFM 事務局の人材を活用する 
④予防的な取り組み方法（Precautionary Approach）：新規漁法を導入する場合は、適切な

データ収集など資源への影響評価に配慮した予防的な取り組み方法を適用する 
c) OECS 6カ国で実施する各事業の成果を、CRFM 加盟国 13 カ国へと普及するために、

CRFM 事務局と連携して事業を実施する。想定される活動は以下のとおり。 
・成果共有を目的としたカリコムワークショップの開催 
・同成果の大臣会合、水産局長会合、技術会議、ワーキンググループでの発信 
・同成果のホームページでの発信（報告書公開） 
・関連情報の収集整理と提供 
・関連する他ドナー（欧州等）の活動との連携促進 

d) 合同調整委員会については、国別合同調整委員会（National Joint Coordinating 
Committee：NJCC）として各国ごとで実施する。漁民と行政の共同による漁業管理に

参加する漁民数の割合に係る目標値は、ベースライン調査実施後に具体的な数値を設

定し、NJCC にて承認を得る予定である。 
e) パイロット（実証）事業の選定基準 

漁業管理を行ううえで、例えば沿岸漁業といった大きなくくりを活動対象とすると、

活動が散漫になり、その成果も明確に発現しない恐れがあるため、本プロジェクトでは

管理対象とする漁業をあらかじめ絞り込むこととする。対象漁業は、新規導入漁業、輸

出・市場指向型漁業、乱獲傾向が顕著な漁業の 3 分野である。 
これらに絞り込んだ理由として、第一に FAD などの新規導入漁法は漁獲規制が（当面

は）必要なく、利害や慣習の定着度も比較的弱いと考えられ、また、漁民数も少ないた

め、新たなルールづくりが比較的容易に行え、漁民の組織化や管理方策の導入の難易度

もそれほど高くない。したがって、各国水産局が新たな取り組みを行ううえで必要なノ

ウハウを蓄積するのに適していると考えられる。第二に、輸出・市場指向型漁業は、各

種証明書の発行などに政府機関の関与が必須となり、また、仕向け先の要求要件（品質

や鮮度など）を満たすために、行政サービスに依存する度合いも高い漁業である。こう

した背景から、漁民と水産局との協同関係を構築しやすい環境が整っており、また、市

場の要求要件への対応は漁業管理に参画する動機づけとしても活用できる。第三に、乱

獲傾向が顕著な漁業は、資源管理の必要性が最も高い漁業種であり、早急な対応が求め

られている。また、漁業者が資源の減少傾向を認識している場合、彼らの参加も担保し

やすい。 
こうした考えに加えて、広域での裨益をめざすため各国に特異的な漁業を活動対象と

することはせず、地域的に共通性の高い（いわば最大公約数となる）漁業を優先的に活

動対象漁業として選択した結果、新規導入漁業としては「FAD漁業」、輸出・市場指向型

漁業としては「ロブスター及びコンク貝を対象とする潜水漁業及びかご漁業」、乱獲傾向

が顕著な漁業としては「かご漁業」が対象漁業として適切と考えられる。 
f) Co-Management アプローチの活動対象漁業に関して、カリブ域内で先行事例として位

置づけられるドミニカ国の FAD 漁業、及びアンティグアのコンク貝を対象とする潜水

漁業の分析と各パイロット（実証）事業で参照可能なレッスン（教訓）の整理 
g) FAD 漁業は沿岸部に過剰に集中した漁獲圧を分散し沖合に漁業者を向ける意義はあ
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るものの、これが野放図に拡大してしまわないように漁業者登録や漁業統計の的確な

実施とセットで進めていくことで、適切な漁業管理を推進することが必要となる。す

なわち、FAD 漁業の推進により単に漁獲量を増やすことだけを成果とすることなく、

FAD の「管理手法」全体の開発が重要と考えられる。 
 

(2) その他インパクト 
 本プロジェクトはパイロットプロジェクトの成果をセントビンセント国内及び CRFM 加

盟 13 カ国に普及することで、カリブ地域全体での漁業管理に貢献する。 
 
５．前提条件・外部条件 （リスク・コントロール）                          

(1) プロジェクト実施のための前提 
対象漁民が本プロジェクトへの参加に合意し、責任を果たすことを表明する 
 

(2) 成果達成のための外部条件 
漁民の参加へのモチベーションを阻害する海況（海水温、海流、プランクトン分布など）

や漁況（漁獲量の状況など）が、プロジェクト期間中に長く続かない 
 

(3) プロジェクト目標達成のための外部条件 
ハリケーンやその他の自然災害が、FAD やその他の重要な設備に深刻な被害をもたらさな

い 
 

(4) 上位目標達成のための外部条件 
開発された漁民と行政の共同による漁業管理アプローチが普及されるよう、水産局の政策

が維持される 
 
６．評価結果                                             

本プロジェクトは、対象国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、

また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 
 
７．過去の類似案件の教訓と本プロジェクトへの活用                          

中米・カリブ地域で実施された過去の広域案件の評価では、カリブ地域機関（カリコム下部組

織）における活動と各国で実施する活動とを混在させず、各国の位置づけを明確にすることが重

要との教訓がある。そのため本プロジェクトにおいても、パイロット（実証）事業は各国水産局

を C/P として実施し、その各国ごとの成果をカリブ地域（CRFM 加盟 13 カ国）へ共有する際に

は CRFM 事務局と連携することとし、役割分担を明確にするよう留意した。 
また、「セネガル国漁業資源評価・管理計画調査（2003～2006 年）」で実施されたパイロット事

業では、行政による技術的支援のもと漁民主導の資源管理が有効に機能した事例がある。本プロ

ジェクトにおいても、政府が漁民へ適切な漁業情報を提供するのみならず、漁民も漁業情報の収

集に協力することで、漁業情報が定期的に更新されるよう、PDM の作成において留意した。 
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８．今後の評価計画                                          

(1) 今後の評価に用いる主な指標 
  ４．(1)のとおり。 
 

(2) 今後の評価計画 
事業開始 6 カ月以内 ベースライン調査 
事業中間時点 中間レビュー 
事業終了 6 カ月前 終了時評価 
事業終了 3 年後 事後評価 
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第１章 調査の背景・目的 
 
１－１ 要請の背景と経緯 

セントビンセント及びグレナディーン諸島（以下、セントビンセント）を含むカリブ地域各国

において水産業は伝統的に重要な産業であり、今でも主要産業の観光業（約 40～50％）に次ぐ就

業率（約 13～18％）を占めている（2010）。また、各国はカリブ海及び大西洋に囲まれているこ

とから 1 人当たり水産物消費量が国際平均より高く、水産資源が地元住民の貴重な動物性蛋白質

の供給源となっているため、水産業の持続的発展が不可欠である。 
しかしながら、近年は過剰漁獲による沿岸水産資源の減少及び枯渇がカリブ地域共通の課題に

なっている。沿岸ではコンク貝やロブスター、リーフ魚、小型沿岸性浮魚等の過剰漁獲がみられ

るとともに、ゴーストフィッシング（荒天や事故のため海中で紛失・流出した漁具が魚介類を捕

り続け、そのまま魚介類が死亡してしまう現象）が水産資源減少に拍車をかけている。 
カリブ地域各国による課題解決のための自助努力に加えて、カリブ共同体（Caribbean 

Community：CARICOM：カリコム）事務局は、その水産部門としてカリブ地域漁業機構（Caribbean 
Regional Fisheries Mechanisms：CRFM）を 2003 年 3 月に設立し、加盟国間の協力を通じた域内全

体での水産資源管理をめざして活動を続けてきた。CRFM は、加盟各国において持続的な漁業・

水産業が営まれるよう、各国と協力しカリブ地域に共通する水産資源の管理、開発に資する活動

を行うことをその基本政策として定めている（Agreement Establishing the CRFM, February 4, 2002）。 
わが国は、カリブ地域への支援に関し、2010 年 9 月 2 日に東京で開催された第 2 回日・カリコ

ム外相会議で採択された「日本とカリコム諸国との平和・開発・繁栄のためのパートナーシップ」

（Partnership for Peace, Development and Prosperity between Japan and the Member States of the 
Caribbean Community）に基づき、①グローバル経済への統合、②環境・気候変動、③人間の安全

保障の 3 つを柱に協力を行っている。水産は「グローバル経済への統合」における重点分野の 1
つと位置づけられ、カリブ地域の水産資源の持続的開発、保全及び管理の分野において緊密な協

力を継続することがカリコム各国と確認されている。 
わが国の支援としては、CRFM 事務局及び加盟国からの要請を受け、2009 年から 2012 年まで

開発調査「カリブ地域における漁業・水産業に係る開発・管理マスタープラン調査」（以下、「開

発調査」）を実施した。この開発調査では、パイロットプロジェクトによる実証を踏まえて、カリ

ブ地域の水産資源管理に関する以下の主要課題が明らかになった。 
① 各国水産局は人員及び財務体制が小規模であり、資源管理計画が適切に構築されていない。 
② 資源管理のために必要な統計（センサス）の整備が不十分であり、分析結果の漁民へのフ

ィードバックも不足しているため、漁民の統計データ集計への協力も限定的である。 
③ 各国水産局間で資源管理活動の経験・教訓を共有するしくみが弱く、水産資源管理に関す

る地域ネットワークの構築が急務。 
④ 漁民（特に沿岸零細漁民）は資源管理政策に伴う収入減少への不安を抱えており、代替収

入源の創出についても検討が必要。 
⑤ 水産物のマーケティングや付加価値向上への取り組みにおいても、改善の余地は大きい。 
この結果を踏まえ、地域の水産資源管理が適切に実施されることをめざして、カリブ地域各国

の漁業実態に応じた水産資源管理手法を開発するための技術協力プロジェクトがわが国に対して

要請された。 
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このような背景があり、本件技術協力プロジェクト（以下「本プロジェクト」）はカリブ地域

にまたがる広域的事業の実施を念頭においた案件として 2011 年度に採択された。2011 年度要請

時点においては、上記開発調査が実施中であったことから、開発調査の提言に沿った内容が想定

されていた。また、実施機関についても CRFM をカウンターパート（Counterpart：C/P）とする

ことで、カリブ域内への裨益が見込まれていた。そのため本プロジェクトの正式要請は CRFM
技術ユニット所在国であるセントビンセント及びグレナディーン諸島国（以下「セントビンセン

ト」）政府から出された。 
しかしながら、CRFM に加盟する 15 の国と地域すべてに対し同時に直接的な支援をすること

は事業実施の実務上困難であることから、わが国外務省及び水産庁と相談のうえ詳細計画策定調

査前に CRFM 事務局及び対象地域各国との意見交換を行い対象国を絞り込む方針とし、2012 年 2
月、7 月及び 8 月に業務出張ベースでの情報収集・確認、意見交換、事前の協議を実施した。 
 
１－２ 業務出張による事前の協議、情報収集 

(1) 2012 年 2 月業務出張結果 

1) 出 張 者 ：加藤 憲一 JICA 農村開発部畑作地帯第一課長 
三国 成晃 カリブ地域個別専門家 

2) 出張期間 ：2012 年 2 月 22 日～2 月 24 日 

3) 主な面談者： 
・ Ms. Susan Singh-Renton Deputy Executive Director, CRFM Secretariat（カリブ

地域水産機構事務局次長） 

・ Mr. Raymond Ryan Chief Fisheries Officer, Ministry of Agriculture, Forestry 
and Fisheries（水産局長） 

・ Mrs. Jennifer Cruickshank-Howard Senior Fisheries Officer（水産局次長） 
・ Mr. Hyrone Johnson Fisheries Division（水産局職員） 
・ 三国成晃 JICA 技術協力専門家（個別派遣）（セントルシア、

セントビンセント・グレナティーン諸島、グレナダ

派遣） 
・ 池田昭 企画調査員（ボランティア）、セントビンセントフィ

ールドオフィス 
4) 結果： 

a) カリブ地域漁業機構（CRFM）技術事務局（セントビンセント及びグレナディーン諸島） 
CRFM（カリブ地域共同体 CARICOM の下部組織）技術事務局を訪問、CRFM 事務局次

長（技術事務局責任者）と面談し、実施中の開発調査「カリブ地域における漁業・水産業

に係る開発・管理マスタープラン調査」及び採択済みの技術協力プロジェクト「地域ネッ

トワークの強化による水産資源管理推進のためのプロジェクト」（注：要請当時の旧名称）

の進め方、枠組み、内容について協議、意見交換した。先方からは、JICA 開発調査の経験

も踏まえ、地域機関である CRFM との協調について、単なる情報収集や各国との仲介機関

としての位置づけではなく、実質的にプロジェクト運営管理にかかわりたいとの意見があ

った。プロジェクト実施にあたっては他の国際機関などの支援のようにコモンファンドな

どによる資金拠出の期待も示されたが、当方からは JICA 技術協力の原則を説明したうえ
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で、今後案件内容や実施体制を検討していく過程で CRFM との現実的な協力方法について

協議し、合意形成を図りたい意向を伝えた。 
併せて CRFM の組織〔フォーラム（Forum）、事務局（Secretariat）、大臣会合（Ministerial 

Meeting）の関係〕について確認した。先方説明は、「大臣会合は意思決定を、フォーラム

は加盟各国の水産局長級が集まり年 1 回開催される会合で CRFM の域内の政策調整や技術

的内容について審議し大臣会合に報告、事務局は各種会議運営と域内水産業に関する技術

的アドバイスをする。事務局はテーマに応じてワーキンググループをつくっているが、ワ

ーキンググループは組織の一部ではなく、必要に応じてグループがつくられるもの」との

こと。先方よりホワイトボードに図－１を記載して説明があった。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－１ CRFM の組織 

 
CRFM 技術事務局からは、新規技術協力プロジェクトに対して、「CRFM は、これまで

の技術的蓄積や加盟各国との緊密な関係に加え、近年は国際機関等の支援により技術研修

コースも実施してきており、JICA からコモンファンドのような資金提供があれば、プロジ

ェクトの実施は可能」という要望があった。 
これに対して当方からは、JICA の技術協力プロジェクトではコモンファンドのような資

金拠出は難しいことを説明した。CRFM 技術事務局は、再三にわたり JICA からの資金が

ないと事業への参加は難しいという懸念を示し、当方から「JICA を通じた技術協力は基本

的に二国間協力であるが、プロジェクトの実施にあたって CRFM は重要なパートナーと認

識。技術協力プロジェクト実施における CRFM との関係をどうするか、引き続き検討した

い」とし、この場は引き取った。 
b) セントビンセント及びグレナディーン諸島水産局 

水産局長らと面談し、新規技術協力プロジェクトの内容について意見交換した。先方か

らは、各国のニーズと事情に応じた協力を期待する旨要望があった。当方からは、今後各

国との対話を通じて合意形成を図っていく所存である旨回答した。 
現在セントビンセントを拠点に活動中の三国成晃個別派遣専門家（セントルシア、セン

トビンセント・グレナティーン諸島、グレナダを所掌）と、新規技術協力の内容、実施の

枠組みについても意見交換した。現地派遣専門家の各国の活動経験に基づく技術及び実施

体制（枠組み）両面から、プロジェクト内容検討への示唆を得た。 

図　CRFM Structure
Ministerial Council --Decision Making

Forum --Directors of Fisheries discuss on 
technical and executive matters.

Fisheries Working Groupes --Forum has an annual meeting.
- large pelagic WG --Exective committee of the Forum coordinates
- small cast pelagic WG intersectional issues.
- Reef and sloop fish WG organize
- conch and robster WG Secretariat Technical Advisory & ADM
- Shrimp and groundfish WG
- Data methods and training WG

statistics, etc. any kind of technical training
現時点でAcuacultureは含まない由

(Note: WG is not permanent unit.)
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セントビンセント島キングスタウン水産施設、シャトーブレール水産施設、バルアリー

水産施設（いずれも水産無償建設済み施設）を現地確認した。新規技術協力プロジェクト

の活動拠点としての活用が見込まれる施設、フォローアップ協力などにより更なる活性化

が期待される施設など、それぞれの水産施設の活用状況に濃淡があることを確認した。 
 

(2) 2012 年 7 月業務出張結果 

1) 出 張 者： 
（総括）    城崎 和義 JICA 農村開発部参事役 
（協力企画）  相良 祥之 JICA 農村開発部畑作地帯第一課 職員 
（現地調査協力）三国 成晃 カリブ地域個別専門家：ドミニカ以外の全行程同行 

石田 光洋 カリブ地域個別専門家：ドミニカ、アンティグア同行 

2) 出張期間：2012 年 7 月 8 日～7 月 22 日 

3) 結果： 
a) 各国（セントビンセント及びグレナディーン諸島、ドミニカ、アンティグア・バーブー

ダ） 
各国の漁業実態及び水産無償施設につき現場踏査を実施。各国水産局では当方作成資料

に基づき技術協力スキーム及び技術プロジェクト案について説明するとともに、資源管理

に係る課題認識の聴取、意見交換を行った。 
本プロジェクトで対象とする漁法については浮魚礁〔Fish Aggregating Devices：FAD（s）〕、

かご漁業、潜水漁業とする方向ですり合わせた。一方、新規漁業と既存漁業という分類は

実態に即していないという声もあり、またドミニカにおいては FAD が既存漁業の位置づけ

であったことから、今後は具体的な漁法名を明記するような工夫も一案と思われる。 
とりわけドミニカにおいては FAD 漁業の発展が著しく、漁民組合（NAFCOOP）による

漁業管理も盛んであった。本プロジェクト実施の考え方として、ドミニカの FAD 漁業にお

ける特徴的な活動を「ドミニカ FAD 方式」として類型化し、これを各国の漁業実態に応じ

て適用することが有効であると考えられる。具体的な活動内容としては漁民・漁船の登録

制度、漁業研修、漁業統計の作成・改善などが想定される。 
アンティグア・バーブーダでは、かご漁業（リーフ魚、ロブスター）及び潜水漁業（コ

ンク貝）が発展していることから、ドミニカの FAD と同様に類型化し他国への適用可能性

を検討する見通しが得られた。 
アンティグア水産局長は、CRFM はドナーから資金をもらい、域外のコンサルタントを

雇用し、報告書を大量に作成するだけで、カリブ諸国の水産業の発展という面では具体的

な貢献が皆無との（従来どおりの）認識を示しつつも、本プロジェクトにおける CRFM と

の連携については合意が得られた。 
b) カリブ地域水産機構（CRFM）（事務局はベリーズ、技術事務局はセントビンセント） 

セントビンセントの CRFM 技術ユニットにおいてカリブ広域における資源管理の課題

について意見交換を実施した。水産統計については、対象とするコミュニティベースの漁

業種類の枠内で作成すること、また、統計データベース作成そのものが目的ではなく、漁

業管理計画の作成、実施の手段と位置づけることで、理解が得られた。 
ベリーズの CRFM 事務局において、本プロジェクトでは各国水産局との二国間協力を基
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にしつつ、カリブ広域への裨益のために CRFM と連携するという当方案につき意見交換を

行った。まず本プロジェクトが二国間協力を基礎とする点については理解が得られた。次

に、CRFM に委託する事業は、域内ワークショップ、技術交換（域内優良事例に携わる現

地人材による技術指導）、ウェブサイトによる情報発信、報告書及びマニュアルの作成と

すること、上記事業の実施に係る契約は事業ごとの個別の契約とし、経費を JICA 側が負

担することで合意が得られた（ローカルコンサルタント契約の方式を想定）。 
しかし、ホートン事務局長（ジャマイカ人）は本プロジェクトにおける CRFM の位置づ

け（ステータス）について、2010 年の日・カリコム外相会議結果（注：わが国外務省ホー

ムページ参照）に言及しつつ、CRFM の設立趣旨である「域内調整（coordination）」を担

うべしとする立場を強調し、具体的には、カリブ諸国に対するコンサルテーションや域内

調整を通じプロジェクトに主体的に関与したいとの意向であった。このため、ワークショ

ップなど事業実施に関する側面支援を要請したいとする当方との間では議論は平行線と

なり、結論は得られなかった。CRFM がコンサルテーション等の能力を実際に有するか否

かは、実施済み開発調査での経験等を踏まえれば大いに疑問であり、また各国の CRFM の

調整能力に関する必ずしも高いとはいえない評価にも配慮する必要がある。CRFM の本プ

ロジェクトにおける位置づけ（ステータス）に対する希望は（形式的にではあれ）ある程

度尊重しつつ、現実的に技術協力事業実施としての実利が得られる方策を検討する必要が

あろう。 
CRFM との対応について、例えば以下の案が考えられる。 
・ 各国との協力及び R/D に影響を及ぼさない範囲で CRFM と JICA が MOU を締結する 
・ CRFM 事務局長を本プロジェクトの合同調整委員会（JCC）の共同議長とする 
・ ワークショップにおいて CRFM 事務局長（または事務次長）によるスピーチ及び基

調講演 
その他、ホートン事務局長は、水産養殖（ティラピア及び海藻）について漁家の生計向

上に貢献し関心を有する国が多いとしつつも、今回本プロジェクトでは資源管理を優先さ

せるべきとする JICA の考えに理解を示した。 
また、直接的な投入をする対象国を絞り込んだ場合でも、漁業管理のプロセスは共通す

るので、事業実施が見送られた国においてもワークショップ等で成果を共有する意義は小

さくないとの指摘があった。 
CRFM の過去の経験に基づき、コミュニティベースで作成した漁業管理計画の実施には

各国政治レベルでの承認（法制化）が不可欠であり、そのための活動をプロジェクトに含

める必要性が、CRFM より強く提言された。 
c) トリニダード・トバゴ日本大使館 

技術協力プロジェクト実施に関して意見交換を行った。 
d) 出張者（総括）所感 
＜各国の水産事情等について＞ 

とりわけドミニカにおいては FAD 漁業の発展が著しく、漁民組合（NAFCOOP）を核と

しつつ適宜水産当局の関与と相まって、いわゆる co-management たる漁業管理が実施され

ていた。ついては、今回本プロジェクト実施の考え方として、ドミニカの FAD 漁業管理で

実施されている特徴的な活動を「FAD ドミニカ方式」として類型化し、このうち活動対象
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国の漁業実態に応じて優先すべき事項を実証サイトにおいて実施することが有効である

と考えられる。具体的な活動内容としては、漁民・漁船の登録制度、漁業研修、漁業統計

の作成・改善などが想定され、必要に応じてドミニカの FAD 関係者を活動対象国に派遣す

るなど、ドミニカを共同実施国として活用することが効果的であると考えられるところ、

ドミニカ水産局においても右アイデアに理解を示していることが確認された。 
他方で、ドミニカにおいても漁業統計や水揚げ量に応じた施設利用料徴収等の分野にお

いてはいまだ問題を抱えているところ、FAD ドミニカ方式の深化を図るためこれら問題の

解決に向けた取り組みも実施し、もって域内 FAD 漁業全体の底上げを支援する必要があろ

う。 
FAD 以外の漁業については、アンティグア・バーブーダでは漁業者の結び付き（まだ組

合ではないとのこと）を中心としてかご漁業や潜水漁業（コンク貝）が発展していること

から、ドミニカの FAD と同様に類型化し、他国への適用可能性を検討する見通しが得られ

たところ、域内資源管理に対する幅広いニーズに対応し得る内容となるよう検討すること

も一案である。 
＜流通・マーケティングについて＞ 

本プロジェクトにおいては、各漁業種類に共通する取り組みとして「流通・マーケティ

ング」を掲げているが、これについてドミニカ水産局より、域内での漁獲物は総じて既に

高価であり販路拡大をめざした付加価値向上などの取り組みには限界があるのではない

かとの指摘がなされた。 
資源管理とマーケティング・サポートの関係をみた場合、付加価値向上や未利用資源の

活用などによる漁業収入の確保はそれ自体が資源管推進の主体にはなり得ず、例えば共販

システム（コールドチェーンを含む）の導入を通じた漁民参加の促進や、それによる組織

の財務基盤の安定化など、流通・マーケティングの各分野のうち資源管理の推進に直接的

に作用する漁民（漁業管理）組織の強化に寄与する活動を実施することが有益ではないか

と考えられる。 
一方で、資源管理は漁家収入の増加に直接的には貢献しないことから、未利用魚の活用

技術の開発、ホテルやレストランといった新規市場の開発など、小規模ながら短期的に成

果の得られやすい取り組みも併せて実施し、漁業者の資源管理に対する求心力を維持する

取り組みも必要であろう。 
＜実証（パイロット）サイトの選定について＞ 

本プロジェクトの裨益対象は、要請背景に照らし CARICOM 域内－CRFM 加盟国ではあ

るが、主たる投入を行う実証（パイロット）サイト数については、それぞれのサイトにて

実施する活動の項目数、難易度等と派遣専門家のマンパワー、効率性を踏まえて検討する

こととし、サイトによっては専門家が常駐する必要がない場合も想定されるところ、 

OECS 6 カ国に各 1 サイト（計 6 サイト）程度を選定する可能性について検討することと

してはどうかと考える。 
＜本プロジェクトにおける CRFM の位置づけなど＞ 

ベリーズの CRFM 事務局においては、本プロジェクトでは各国水産局との二国間協定を

基にしつつ、カリブ広域への裨益のために CRFM と連携するという当方案について意見交

換を行った。その結果、本プロジェクトが二国間協定を基礎とすること、及び CRFM とは
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ワークショップなどの事案ごとに契約ベースで連携するという実務的な連携方法とする

ことで合意が得られた。一方今回の現地調査において、いくつかの国が CRFM の機能不足

について不満等を表明するのを内聞した。CRFM の調整能力については前述のとおりであ

り、短期間での容易な状況改善は見込めない実情にはあるものの、他方で、現下のわが国

ODA 方針に照らせばカリブ域内における水産分野の協力は CRFM の立場を尊重する必要

があり、CRFM の実施能力にやや疑問をもつ国々（特に、ドミニカ及びアンティグア・バ

ーブーダ）に対しては CRFM の水産分野の協力という文脈における重要性を認識するよう

地道に働きかけ、CRFM との関係強化を図っていく必要があるのではないかと感じた。 
＜直接的な投入から漏れる国々の取り扱い等について＞ 

今回本プロジェクトでは地域共通のニーズの高い資源管理に焦点を当てることとして

いるが、その結果、スリナムやガイアナなどトロール漁業を基幹としている大陸国やジャ

マイカやベリーズなど養殖を志向している国への対応を考慮する必要がある。これは、本

プロジェクトがもともと域内協力として要望され、先方は CARICOM 域内への裨益を要望

していたことを踏まえている。このことについて CRFM のホートン事務局長は、例えば水

産養殖（テラピア及び海藻）について、漁家の生計向上に貢献し関心を有する国が多いと

しつつも、今回本プロジェクトでは資源管理を優先すべきとする当方の考えに理解を示し

た。そして、たとえ直接的な投入の対象となる国を絞り込んだ場合でも、漁業管理のプロ

セスは共通する場合が多いので、パイロットサイト選定に漏れた国においてもワークショ

ップ等で成果を共有する意義は小さくないとの指摘があった。ただし、当該国への説明方

法については必要に応じて関係省庁と協議のうえ慎重に検討し、日本とカリブ地域各国と

の間になんら禍根を残すことがないよう万全を期す必要があろう。 
 

(3) 2012 年 8 月業務出張結果 

1) 出 張 者：杉山 俊士 JICA 農村開発部課題アドバイザー 
三国 成晃 カリブ地域個別専門家 

2) 出張期間：2012 年 8 月 18 日～8 月 25 日 

3) 出 張 国：セントルシア、グレナダ、ドミニカ共和国（注） 
（注）ハリケーン接近に伴う天候の悪化によってドミニカ共和国への訪問は中止となった。同旅程変更に伴

い、出張期間も当初予定 8 月 18 日～8 月 27 日から 2 日間短縮された。 

4) 結果： 
a. セントルシア 
＜技術協力スキームの説明＞ 

JICA の技術協力プロジェクトにおいては、実施機関のオーナーシップを重視しており、

プロジェクト実施に必要な経費についても応分の負担（例えば C/P 国内旅費）を求めてい

ることにつき特に慎重な説明を行った。 
水産局側は、上記説明に対して基本的な理解を示し、今後の手続き（要請書の提出や自

己予算獲得の時期など）についての確認作業を行った。 
＜本プロジェクト案の説明＞ 

本プロジェクトの実施枠組みについては、まず JICA 側としての基本的な考え方、すな

わち、①水産資源管理を行ううえで、例えば「沿岸水産資源」といった大きなくくりを活
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動対象とすると、活動が散漫的になり、その成果も明確に発現しない恐れがあるため、本

計画では管理対象とする漁業をあらかじめ絞り込み、合理的な活動構成としたい、②管理

対象漁業としては、「新規導入漁業（規模の小さい漁業）」、「輸出・市場指向型漁業」、「乱

獲傾向が顕著な漁業」の 3 分野を考えており、それぞれの漁業特性に応じた管理アプロー

チを模索する、について説明し、上記 3 分野の選定理由について以下のような解説を加え

た。 
・ 新規導入漁業（規模の小さい漁業） 

FAD などの新規導入漁法に代表される規模の小さい漁業では、Co-management の重

要な要素である関係者とのコミュニケーションの構築も比較的容易に行え、漁民の組

織化や管理方策の導入の難易度もそれほど高くない。したがって、水産局が新たな取

り組みを行ううえで必要なノウハウを蓄積するのに適していると考えられる。 
・ 輸出・市場指向型漁業 

各種証明書の発行などに政府機関の関与が必須となり、また、仕向け先の要求要件（品

質や鮮度など）を満たすために、行政サービスに依存する度合いも高い漁業である。

こうした背景から、漁民と水産局との協同関係を構築しやすい環境が整っており、ま

た、市場の要求要件への準拠は漁業管理に参画する動機づけとしても活用できる。 
・ 乱獲傾向が顕著な漁業 

管理の必要性が最も高い漁業種であり、早急な対応が求められている。また、漁業者

が資源の減少傾向を認識している場合、彼らの参加を担保しやすい。 
上記の本プロジェクト実施枠組み（案）については、水産局側も賛同の意を示した。一

方、協議の際に、本計画において参加国間で活動調整が必要となる場合には、パイロット

プロジェクト選定を適切に行うなど慎重な対応を願いたいとの要望が示された。 
＜資源管理上の課題確認＞ 

セントルシアでは、漁業管理方策としてかご漁業に対するかご網の目合規制、ロブスタ

ーの禁漁期と漁獲体長規制、シラヒゲウニのモラトリアムなどを実施している。 
漁民は増加傾向にあり、農業セクターから流れてくる新規参入者もいるが、失業率が

25％を超え、生計手段の選択肢が限られている現状では、漁業への参入制限（limited access）
を行うのは難しいと考えている。 

漁民登録や漁船登録は制度化されているが、登録漏れなども多く、必ずしも現状を正確

に反映したデータベースとはなっていない（船主は登録しているが、乗組員は漁民登録し

ていないケースが多い）。 
漁場の利用形態は、オープンアクセスとなっており、複数の水揚げ地からの漁民が、同

じ漁場や FAD を利用している。そのため、かご（あるいは漁獲物）の盗難・流出、FAD
利用時の混乱（曳き縄のもつれ）などの問題が生じている。 

FAD 漁業者は、浮魚の閑漁期には底延縄、かご漁業、トビウオ刺網などに従事している

が、底魚資源やトビウオについては顕著な減少傾向は認められていない。 
当国には、財務省傘下に「協同組合局」があり、漁協を含む生産者団体に対して技術支

援や訓練を提供するなど、漁協の組織強化に重要な役割を果たしていた。ところが、近年

そうした機能は弱体化し、協同組合の財務監査などを行う管理・監督機関としての側面が

強くなっている。こうした背景を受けて、漁協関係者に十分な訓練機会が提供されなくな
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ったことが、漁協の機能不全の 1 つの原因と考えられる1。 
＜管理対象漁業に関する予備的議論＞ 

水産局は、資源管理上の課題の所在が既に確認されている漁業種として FAD 漁業やかご

漁業が本プロジェクトの対象漁業の有力候補になるとの考えを示した。調査団としては、

管理対象漁業の選定において、水産局の関係者間で十分に議論を尽くすことが肝要と考え、

後日プロポーザルとして、優先的な管理対象漁業（2 種）とその選定理由、そして想定さ

れる管理活動案などを示した文書の作成を依頼し、2012 年 10 月までの提出を求めた。本

プロポーザルは、詳細計画策定時の基礎資料及び協議のたたき台として有用な情報になる

と思われる。 
＜活動案＞ 

西海岸の 4 漁村（ビューフォート、ラボリー、ショゼール、スフレ）は、沖合の FAD や

かご漁業の漁場を共用しており、漁業管理上意味のあるくくり（Management unit）となっ

ている。これらの 4 漁村を対象に FAD の秩序的利用と適切な維持管理のためのルールづく

りを行う。同様に、かご漁業についても適切な管理方策（漁具登録、漁場のローテーショ

ンなど）に対する合意形成を図る。水揚げの中心地であるショゼールは、漁民の組織化が

比較的進んでおり、4 漁村で協同的な活動を行ううえにおいて中核的な役割を果たすこと

が期待できる。セントルシアには、漁民組織の全国団体があり、漁協が主体となって FAD
の設置、維持管理を行うことに対して積極的な支援の意向を示している。 

また、グロスレイを拠点としてコンク貝潜水漁業も盛んに行われており、同漁業の管理

強化も対象漁業の 1 つである。全国漁協連合会はコンク貝の管理強化の優先度が高いとの

意向を示している。 
＜CRFM との連携＞ 

セントルシア水産局は関係国とのコミュニケーションが十分に確保されるのであれば

本プロジェクトへの CRFM の関与に異存はないとの立場であった。CRFM には、各国での

活動成果の共有化において一定の役割を果たすことが期待される。 
b. グレナダ 
＜技術協力スキーム、本プロジェクト案の説明＞ 

セントルシアと同様の説明を行ったところ、基本的な理解を得た。本プロジェクトは、

資源管理上の知見・経験を蓄積し、域内で共有することをめざしているので、当国に特異

的な漁業は基本的に対象とならない（すなわち、マグロ延縄漁業はプロジェクトの対象と

はならない）ことも併せて説明を行った。 
＜資源管理上の課題確認＞ 

東カリブ諸国機構（Organisation of Eastern Caribbean States：OECS）諸国のなかではグレ

ナダのみで特異的に発展したマグロ延縄漁業は、もともとは沿岸資源に集中していた漁獲

圧力の分散化を目的として導入され、結果として西海岸における漁業活動は沿岸から沖合

に推移した。したがって、当国における資源管理活動は東海岸においてより求められてい

るといえる。 
漁業管理方策としては、漁法規制（三枚網の禁止、網目規制など）、漁業許可制、海洋

                                                        
1 協同組合局でかつて訓練業務に従事していた優秀な人材は、まだ国内に残っており、必要があればプロジェクトで利用可能

である旨、全国漁協連合会の理事長から言及があった。 
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保護区の導入などを行っている。 
主要漁法は沿岸における曳き縄（シイラや小型マグロ対象）、釣り（リーフ魚）、潜水漁

業（コンク貝、ロブスター）であるが、いずれもオープンアクセスで漁獲されている。漁

業に従事するためには漁業許可を取得しなければならないが、漁法別のライセンスではな

いため、いったんライセンスを付与されるとどの漁法にも従事できる。参入者数も特にコ

ントロールされていない。 
比較的広大なリーフ域を有しているため、資源の顕著な減少傾向は確認されていない。

むしろ盛漁期における漁獲物の販売難が問題視されている。 
FAD は他ドナーによって近年導入されたが、設置場所の確認や導入に際して漁民側と十

分な協議が行われなかったことから、FAD の有効活用には至っていない。 
漁民組織は存在するが、必ずしも十分な機能を発揮するには至っていない。セントルシ

アの項で前述したのと同様の理由により、公的機関（協同組合局）が支援組織から管理・

監督機関に変容したことから、当局の関与を嫌った一部の組織は、Cooperative でなく、

Association として組織されている（どちらも法人格をもった組織であるが、後者は協同組

合局の管理下に入らない）。 
＜管理対象漁業に関する予備的議論＞ 

水産局は、東海岸における漁業管理強化のために新規漁法としての FAD の導入、そして

コンク貝を対象とした潜水漁業を対象漁業の有力候補と考えている。セントルシアと同様

に、管理対象漁業の選定において、あらかじめ水産局内でも十分な議論が尽くされるよう

プロポーザルの作成を依頼した。 
＜活動案＞ 

① 東海岸の主要水揚げ地（グレンビル）を中心に、FAD 漁業の導入を通じて水産局と

漁民の共同体性を強化する。FAD 漁業導入の一連の作業（FAD の作成、設置場所の

決定、FAD 設置、利用ルールの策定、維持管理計画の策定、利用料の徴収・管理な

ど）を漁民と行政の共同による漁業管理（Co-management）の枠組みで行う。 
② 南部漁民を対象に、潜水漁の資源管理を実施する。南部の潜水漁は規模が小さく、

かつ漁民で自主的な資源管理方策（漁場のローテーションなど）を既に行っている。

アンティグアの事例を参照に、当国でのコンク貝の資源管理を正式化かつ精緻化す

る。 
③ 上記活動の支援事業として、漁業センサスを行う。当国の水産セクターはそれほど

大きくないため、漁業センサスを支援してもそれほど大きな投入を必要としない。

漁業センサスの実施は、広報ネタとなりうるため、域内での本プロジェクトの認知

度向上にも利用できる。 
＜CRFM との連携＞ 

グレナダ水産局は CRFM の関与に異存はないとの意向であった。 
c. 出張者所感 

セントルシア、グレナダ両国とも、本プロジェクトへの参画に積極的な姿勢を示してお

り資源管理実施体制強化への強い意欲も感じられた。これまで JICA が関与した資源管理

関連活動の成果としては、東カリブ圏北部の国（アンティグア、グレナダ）に優良事例が

集中している傾向があったが、本調査の結果、南部諸国においても同様の成果を積み上げ
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る素地が十分に整っていることが確認された。本プロジェクトが地域プロジェクトとして

一体感をもった活動を行うためには、各国それぞれが成功体験を積み重ね、水産資源管理

を推進していくうえでの地域的な役割分担として重要な役割を果たしているとの認識を

もつことが重要である。その意味では、セントルシア、グレナダ両国で優良事例を成立さ

せることの意味は大きい。今後のパイロットプロジェクトの選定・実施過程ではより慎重

な取り組みが必要となろう。 
資源管理に向けた活動は、漁民グループとの協議など比較的「地味な」活動が多いため、

プロジェクトの活動は一般国民には見えにくく、ともすれば十分に理解されない状況にも

なりかねない。したがって、本プロジェクトのなかである程度「花」のある活動を計画的

に含めるよう配慮し、カリブ地域における本プロジェクト、ひいては JICA 支援の認知度

を高め、その意義を積極的に広報していく努力も必要になると思料される。この点に関し

ては、例えば「漁業センサス」の実施などは広報ネタとしての価値もあり、プロジェクト

初期のトピックとなり得る。同様に、セントルシアで確立した“Fish Friday”（魚食の金曜

日）のようなイベントは、漁民の組織化やコミュニティ支援の一環として活用できるとと

もに、プロジェクトの認知度向上にも有効に作用することが期待できる。詳細計画策定調

査の実施に向けてこうした活動の取り込みを検討することを提言したい。 
d. PDM の素案作成（あくまで出張者が作成した素案） 

今後の協議のたたき台としての PDM 案を作成した。 
① 上位目標（案） 

「1.プロジェクトで開発された漁業管理アプローチが地域内で導入され、適切に実施

される」 
「2.パイロット事業として実施された漁業管理が国内で発展的に継続する」 
上位目標では、プロジェクト終了後に関係国の国内で発現するインパクトと地域的に

発現するインパクトについて区別して評価することが求められることも想定し、上記

のように 2 項目設定する。 
② プロジェクト目標（案） 

「カリブ地域の漁業特性に適応した漁業管理アプローチが開発される」 
原案では、「各国で、漁業実態に応じた水産資源管理（漁業管理）の手法が開発され

る」となっていたが、この表現だとその国にのみ適用可能な手法を開発するとも読め

てしまう。地域的に応用可能なアプローチを開発することを明示するために表現を少

し改定した。また、「手法」は、個別の資源管理ツール（例えば禁漁期）を指すこと

が多いが、本プロジェクトでめざすのは、ツールの効果的、合理的な組み合わせによ

るアプローチの開発と考えられるので、手法をアプローチで代替した。 
（プロジェクト目標の指標案） 
地域で一般的な漁法のうち、少なくとも 3 種類に関し、漁業管理の進め方と各種管理

手法の応用を取りまとめた指針が作成される。 
③ 期待される成果 

「1.各国水産局及び漁民組織の水産資源管理（漁業管理）実施能力が向上する」 
「2.対象漁業の現状及び課題が正確に把握される」 
「3.各国のパイロットサイトにおいて対象漁業種別の漁業管理アプローチの有効性が
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実証される」 
「4.各国におけるパイロット事業の成果が体系化され、地域で共有される」 
いわゆる典型的な共同資源管理実施体制構築のプロセスは次のとおり。（①）関係者

（水産局、漁民）のキャパシティビルディング→（②）合理的な資源管理方策の策定

を図るための基礎情報の収集→（③）資源管理方策の試験的実施→（④）成果の体系

化、共有 
 

(4) その他の情報収集等 
上記の一連の業務出張で訪問できなかった国については、当時カリブ地域に派遣されてい

た個別派遣専門家（石田専門家及び三国専門家）から情報を収集した。 
 

(5) 事前の業務出張結果まとめ 
これら一連の事前の業務出張の結果、カリブ各国は同じ島嶼国とはいえ島の形状をはじめ

地理的環境が千差万別であること、政治的・社会的・経済的な背景も各国さまざまであるこ

と、更に、CRFM が広域事業を自力で展開する人員体制や事業運営能力が弱いことから、

CRFM の能力強化だけではカリブ地域の資源管理能力の向上に寄与することが難しいことが

明らかとなった。そこで、各国の漁業実態に即した、各国水産局との個別の協力を基にした

プロジェクト内容とする方向で詳細計画策定調査に臨むこととなった。 
事前の確認で得られた各国の情報は以下のとおり。 

1) ドミニカ 
FAD 漁業：他の OECS 国へ知見の提供が可能。ただし、漁業管理検討会議、漁業規則の

法的裏づけ認証、統計整備等については課題もあり、これらの目標達成に向

けた支援は必要。 
かご漁業：他の OECS 国へゴーストフィッシングの知見の提供が可能。 
潜水漁業：なし 

2) アンティグア・バーブーダ 
FAD 漁業： 
・ 新規漁業（2012 年 5 月設置開始）であり、ドミニカの経験を参考にした活動が可能 
・ 3 無償施設の漁民による同一 FAD 利用が想定されるため、漁業管理組織も同 3 施設

の漁業者が対象（ドミニカも漁業管理組織は 3 施設の漁民が加入している全国組織）。 
・ コンク漁業の経験でリミテッドアクセスの概念あり、水産局と漁民とのコミュニケー

ションも良好。 
かご漁業： 
・ バーブーダ島のロブスター漁業の知見（リミテッドアクセス、輸出向け品質管理）を

他の OECS 諸国（セントビンセント）に提供が可能。 
・ ポイントワーフを拠点とした魚類を対象としたかご漁業の活動（アンティグア国内の

パイロットプロジェクト）が可能。 
・ 潜水漁業：コンク貝漁業の知見（リミテッドアクセス、組織的販売、安全対策）を他

の OECS 諸国（セントキッズ、グレナディーン諸島）に提供が可能。 
3) セントクリストファー・ネーヴィス（セントキッツ） 
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FAD 漁業： 
・ 新規の漁業（2011 年 10 月設置開始）であり、漁業管理組織の設立と水産局の CD  

（Capacity Development）に対する支援が必要。ドミニカの経験を参考にした活動が

可能。 
・ 複数の無償施設の漁民による同一 FAD 利用が想定されるため、漁業管理組織も同施

設の漁業者が対象となる。 
かご漁業：拠点を選定し、活動可能。ただし、インパクトは小さい。 
潜水漁業：拠点を選定し、活動は可能であるが FAD に比べると優先度は低い。 

4) セントルシア 
FAD 漁業：1990 年代からたびたびドナー主導で設置している。漁協が管理することにな

っているが、実現していない。拠点を選定し、ドミニカの例を参考にした活

動が可能。 
かご漁業：拠点を選定し、活動可能。 
潜水漁業：小規模であり、協力のインパクトが小さいと考えられる。 

5) セントビンセント 
FAD 漁業：新規漁業（2012 年 2 カ所に設置）であり、拠点を選定し、ドミニカの例を参

考にした活動が可能。 
かご漁業：拠点を選定し、活動可能。特にベクエ島、ユニオン島のロブスターは輸出へ

の取り組みを実施しており、協力のインパクトは大きい。 
潜水漁業：ユニオン島（グレナディーン諸島最南端）のコンク貝で活動可能（要確認）。 

6) グレナダ 
FAD 漁業：新規漁業（2012 年 2 カ所に設置予定）であり、拠点を選定しドミニカの例を

参考にした活動が可能。 
かご漁業：拠点を選定し、活動可能（要確認）。 
潜水漁業：小規模であり、協力のインパクトが小さいと考えられる（要確認）。 
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第２章 詳細計画策定調査団派遣 
 
２－１ 調査団派遣の目的 

(1) 沿岸水産資源減少に関する諸課題に対応するために、本プロジェクトでは資源管理すべき

具体的な漁業種類を定め、成果達成に必要な投入コンポーネントを検討する。活動対象とな

る漁業としては、①新規導入が進みつつある「FAD（浮魚礁）漁業」の普及支援と、その導

入規制、②既存の「かご漁業」及び「潜水漁業」の適切な規制が有効な方策と考えられるた

め、これら漁業を通じた案件実施を検討する。 
 

(2) 主な協力対象国（直接的な投入の主な対象国）における水産資源管理の現状について調査

分析し本プロジェクトで対処すべき課題を明確にする。 
 

(3) 要請内容の確認を行うとともに先方の事業実施状況、プロジェクト実施体制、人員配置、

予算措置について確認する。 
 

(4) 先方政府関係者とともにプロジェクトの実施体制、基本計画（目標・成果・活動・投入）

及びプロジェクト開始までに対応すべき措置に関して検討する。 
 

(5) PDM 案、PO 案、実施体制案、討議議事録（R/D）案についてミニッツ（M/M）に取りま

とめ、先方と合意する。 
 

(6) 評価 5 項目に沿ってプロジェクトの事前評価を行う。 
 
２－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 

総括 加藤 憲一 JICA 農村開発部畑作地帯第一課課長 

水産 城崎 和義 JICA 農村開発部参事役 

評価分析 薗田 元 株式会社グローバル・グループ 21 ジャパン 

調査企画 相良 祥之 JICA 農村開発部畑作地帯第一課調査役 
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２－３ 調査日程 

現地調査は 2012 年 10 月 6 日から 10 月 17 日までの期間で実施された。調査日程の概要は、以

下のとおりである。 
 

 
 
２－４ 調査結果 

 一連の協議の結果、技術協力プロジェクトの枠組みとプロジェクト内容等について合意、併せ

月日 曜
①本団

（加藤課長、城崎参事役、相良）
②三国専門家 ③石田専門家 ④評価分析 宿泊地

1 10月6日 土
17:25 TOKYO/NARITA (JL 062) →11:05 LOS ANGELES
14:30 (JL7518)→22:10 MIAMI 本団と同道

Miami (Miami
International Airport
Hotel)

2 10月7日 日
10:20 MIAMI (AA 1089)→13:55 BARBADOS 17:20 (LI
737)→18:00 ST VINCENT

セントビンセン
ト着

セントビンセン
ト着

本団と同道
Kingstown
(Mariners Hotel)

3 10月8日 月

午前：団内打合せ（PDM、PO、R/Dの検討。CRFMと

のMOUについて最終確認）

午後：セントビンセント水産局とキックオフミーティ
ング（関係者確認、調査目的説明、詳細日程等確認、
評価5項目について説明）

夕方：団内打合せ→PDM、PO、R/DについてJICA提示

案を確認

本団協議に参加 本団協議に参加 本団協議に参加
Kingstown
(Mariners Hotel)

4 10月9日 火

午前：団内協議

午後：PDMについてJICA案を提示し、ビンセント実務

レベルと協議
夕方：団内でM/M案作成

本団協議に参加 本団協議に参加 本団協議に参加
Kingstown
(Mariners Hotel)

5 10月10日 水

午前：セントビンセント水産局とM/Mについて協議

午後：ライアン農水次官を交えてM/M、PDM指標及び

R/Dについて協議

本団協議に参加 本団協議に参加 本団協議に参加
Kingstown
(Mariners Hotel)

6 10月11日 木

（協議グループ）ライアン次官他との追加協議、M/M
署名
（現地踏査グループ）パイロット活動候補サイト現場
確認（ベクエ島ロブスター）

本団協議に参加
現地踏査グルー
プに同行

本団協議に参加
Kingstown
(Mariners Hotel)

7 10月12日 金

9:00 St Vincent (LI 771)→ 9:55 Port of Spain, TT
14:00　在トリニダード・トバゴ日本大使館報告、意見

交換

本団協議に参加
ドミニカ現地踏
査（評価分析と
同行）

セントビンセン
ト発→アンティ
グア着（ドミニ
カ現地踏査予定
だったが空港閉
鎖により着陸で
きず）

Port of Spain
(Normandie Hotel)

8 10月13日 土
15:00 POS Piarco, Trinidad and Tobago  (AA 1668)→19:00
Miami, USA 本団協議に参加

ドミニカ現地踏
査（評価分析と
同行）

17:25 アンティグ

ア(LI 387)→バル

バドス
19:20(LI 787)
→21:50　TT着

Miami (Miami
International Airport
Hotel)

9 10月14日 日
10:10 Miami (AA 2141)→ 10:15 Belize City
資料整理、団内協議

本団協議に参加 TT→New York→
Belize City
(Princess Hotel)

10 10月15日 月 CRFMミルトン・ホートン事務局長との協議 本団協議に参加 日本着
Belize City
(Princess Hotel)

11 10月16日 火
Belize City, Belize   11:20 (AA 2120 )→ 15:20 MIA Miami,
FL 19:30 (AA  1419) →21:40 Santo Domingo

ベリーズ→サン
トドミンゴ

Santo Domingo
(Hotel Santo
Domingo)

12 10月17日 水

9:00　JICAドミニカ共和国事務所報告（カリブ地域及

びハイチ事業について打合せ）

11:00 （移動）サントドミンゴ→サンチアゴ（約2時
間）
14:30頃　ISA大学到着

ISA大学訪問（Rafael Amable Vasquez学部長及び

Don.Cesar元副学長と面談）

9:00　JICAドミニ

カ共和国事務所
報告　※本団と
の同行ここまで

Santiago (Hotel
Aloha Sol)

13 10月18日 木

午前中　ISA大学訪問　圃場など現地踏査

10:30 サンチアゴ出発

13:00頃　サントドミンゴ到着

16:10 (AA 1138) Santo Domingo→18:35 Miami, USA

Miami (Miami
International Airport
Hotel)

14 10月19日 金
7:25  Miami, USA (AA 452)→10:30 Boston, MA  13:10
Boston, USA (AA 5921) →

15 10月20日 土 → 15:50 NRT Tokyo, Japan
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て R/D 案の内容についても合意した。主要な協議及び合意内容は付属資料 2. ミニッツに記載の

とおり。 
 その他、他ドナーに関する情報を以下のとおり確認した。 

(1) カリブ地域の水産分野への協力については、世界銀行、国連食糧農業機関（FAO）、EU、

フランス、カナダなどが実施している。本事業においては EU 及びフランスが小アンティル

諸島において実施する浮魚礁（FAD）プログラムの MAGDELESA（Moored fish AGgregating 
DEvice in the LESser Antilles）との連携が想定される。 
 

(2) EU 及びフランスによる協力である MAGDELESA は、東カリブ諸国（セントキッツ、ドミ

ニカ、セントビンセント、グレナダ）並びに仏領カリブ諸国（グアドループ及びマルティニ

ーク）における FAD 漁業の推進を事業内容としており、既に一部諸国では FAD を設置済み

である。本プロジェクトにおいても、MAGDELESA により設置された FAD 付近で実施され

ている FAD 漁業を活動に含める予定である。 
 
２－５ 主要面談者 

＜セントビンセント政府＞ 

・ Mr. Raymond Ryan Chief Fisheries Officer, Ministry of Agriculture, Forestry and 
Fisheries〔農業省次官（前水産局長）〕 

・ 〔Mrs. Jennifer Cruickshank-Howard, Senior Fisheries Officer（水産局次長）〕欠席 

・ Ms. Lucille Grant Fisheries Officer, Quality Assurance & Product Development 
(QAPD) Unit 

・ Mr. Hyrone Johnson Fisheries Officer, Extension Unit 
・ Mr. Reshevski Jack Fisheries Officer, Extension Unit 
・ Ms. Kris Isaacs Fisheries Officer, Biology/Research Unit 
・ Ms. Lucine Edwards Fisheries Officer, Conservation Unit 
・ Mr. Bernard Soleyn Boat Captain, Extension Unit 
・ Ms. Cylena Andrews Senior Fisheries Assistant, QAPD Unit (Lab) 
・ Mr. Lorenzo George Senior Fisheries Assistant, Extension Unit 
・ Ms. Cheryl Jardine-Jackson Senior Fisheries Assistant, Data Unit 
・ Mr. Raynaldo Harold QAPD Unit 
・ Ms. Janika Williams Lab assistant, QAPD Unit 
・ Mr. Ayodele Adams Temp. Clerk, Extension Unit 
・ Ms. Shermine Glynn-Johnson Data Assistant, Data Unit 
・ Ms. Whitney White Data Unit 

 
＜CRFM＞（ベリーズの事務局本部） 
・ Mr. Milton Haughton Executive Director, CRFM（事務局長） 
・ Mr. Delmar Lanza, Manager Finance & Administration（財務・管理部門マネジャー） 
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＜JICA 専門家＞ 
・ 石田 光洋 技術協力専門家（指導科目：水産物の生産と開発、水産開発計画、水産開発

アドバイザー、対象国：アンティグア・バーブーダ、セントクリストファー・

ネーヴィス、ドミニカ） 
・ 三国 成晃 技術協力専門家（指導科目：水産資源管理、水産物の取扱い及び流通（セン

トルシア）、水産物の取扱い及び流通に関する水産開発アドバイザー、対象

国：セントルシア、セントビンセント及びグレナディーン諸島、グレナダ） 
 

＜在トリニダード・トバゴ日本大使館＞ 
・ 好井 正信 参事官 
・ 古賀 剛 書記官 

 
＜JICA ドミニカ共和国事務所＞ 
・ 小澤 征司 所長 
・ 稲生 俊貴 所員 
・ 茂木 健司 企画調査員 
・ 池田 昭  企画調査員（ボランティア）（セントビンセントフィールドオフィス） 

 
＜JICA ベリーズ支所＞ 
・ 一柳 直仁 支所長 
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第３章 プロジェクトの基本計画 
 
３－１ プロジェクト実施の考え方 

本プロジェクトは、当初、カリブ地域の域内共通課題である「過剰漁獲による沿岸水産資源の

減少」に焦点をあて、カリブ各国の資源管理上の知見・経験を蓄積し、カリブ域内で共有するこ

とをめざし、実施する方向性が検討された。ただし、本プロジェクトの実施枠組みについては、

水産資源管理を行ううえで、例えば「沿岸水産資源」といった大きなくくりを活動対象とすると、

活動が散漫的になり、その成果も明確に発現しない恐れが懸念されたため、本プロジェクトでは

管理対象とする漁業をあらかじめ絞り込み、合理的な活動構成とすることが検討された。管理対

象漁業としては、新規導入漁業（規模の小さい漁業）、輸出・市場指向型漁業、乱獲傾向が顕著な

漁業の 3 分野を考えており、それぞれの漁業特性に応じた管理アプローチを模索してきた。この

3 分野を選定した理由は以下のとおりである。 
第一に、浮漁礁（FAD）などの新規導入漁法に代表される規模の小さい漁業では、共同資源管

理（Co-Management）の重要な要素である関係者とのコミュニケーションの構築も比較的容易に

行え、漁民の組織化や管理方策の導入の難易度もそれほど高くない。したがって、水産局が新た

な取り組みを行ううえで必要なノウハウを蓄積するのに適していると考えられる。 
第二に、輸出・市場指向型漁業は、各種証明書の発行などに政府機関の関与が必須となり、ま

た、仕向け先の要求要件（品質や鮮度など）を満たすために、行政サービスに依存する度合いも

高い漁業である。こうした背景から、漁民と水産局との協同関係を構築しやすい環境が整ってお

り、また、市場の要求要件への準拠は漁業管理に参画する動機づけとしても活用できる。 
第三に、乱獲傾向が顕著な漁業は、資源管理の必要性が最も高い漁業種であり、早急な対応が

求められている。また、漁業者が資源の減少傾向を認識している場合、彼らの参加も担保しやす

い。 
こうした考えに沿って、案件形成準備の業務出張においては、カリブ広域での裨益をめざすた

め各国に特異的な漁業を活動対象とすることはせず、地域的に共通性の高い（いわば最大公約数

となる）漁業を優先的に活動対象漁業として選択することとし、各国水産局が管理を必要と考え

る漁業について事前の業務出張を通じて意見聴取した。その結果、新規導入漁業としては FAD 漁

業、輸出・市場指向型漁業としてはロブスター及びコンク貝を対象とする潜水漁業及びかご漁  

業、乱獲傾向が顕著な漁業としてはかご漁業が対象漁業として適切と考えられた。 
このように、資源管理すべき具体的な漁業種類を定め、その改善プロセスを通じて適切な水産

資源管理が達成される状態をめざすにあたり、詳細計画策定調査では、プロジェクト実施上の基

本理念として以下の 4 点につき主に直接的な投入を行う活動対象各国と協議した。 
・ 域内共通課題への対応 
・ 参加型資源管理の推進 
・ ローカルリソースの積極的活用：CRFM や関連活動の先行実施国の人材を活用する 
・ 予防的な取り組み方法（Precautionary Approach）：新規漁法を導入する場合は、適切なデータ

収集など資源への影響評価に配慮した予防的な取り組み方法を適用する 
 
３－２ プロジェクトの位置づけ 

本プロジェクトはカリブ地域において共通課題となっている、コンク貝、ロブスター、リーフ
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魚、及び小型浮魚等の過剰漁獲による沿岸水産資源の減少に焦点をあて、水産資源の持続的利用

を可能にするために必要な「漁民と行政の共同による漁業管理」を確立することを目的として実

施される。 
 
３－３ 基本計画 

プロジェクト・デザイン・マトリックス（原案）は付属資料 3. R/D のとおり（和文仮訳版は付

属資料 1）。 
(1) プロジェクト名 

（和文）カリブ地域における漁民と行政の共同による漁業管理プロジェクト 
（英文）Caribbean Fisheries Co-Management Project 

注 1：当初要望の案件名称は「地域ネットワークの強化による水産資源管理推進のためのプロジェクト」

（英文名称：The Project for Promotion of Fisheries Resource Management including through Strengthening 
of Regional Networks）であったが、事前の出張による確認と詳細計画策定調査の協議の結果、プロ

ジェクト目的・内容に即した名称に変更することとなった。 
注 2：本プロジェクトの活動は広義の「資源管理」には含まれるものの、プロジェクト期間で目標とする

のは「漁業管理」とした方が適切と判断された。英語名称では“Co-Management”としているが、

Co-Management の日本語訳としては共同漁業管理/漁業共同管理なども考えられるものの、何と何と

の共同なのかが明確でないこと、また、日本語で共同漁業は漁業協同組合の組合員が一定の水域を

共同利用して営む漁業のことを指すことから、正確を期すために、日本語では「漁民と行政の共同

による漁業管理」とした。 
 

(2) 対象地域 
本プロジェクトでは、比較的漁業の共通性が高く、またこれまで個別専門家を派遣してき

た実績のある東カリブ諸国機構（OECS）の 6 カ国、すなわち、アンティグア・バーブーダ、

セントクリストファー・ネーヴィス（以下、セントキッツ）、ドミニカ、セントビンセント及

びグレナディーン諸島（以下、セントビンセント）、セントルシア、及びグレナダを直接的な

投入を行う活動対象とすることとなった。しかしながら、本プロジェクトの当初要請と日・

カリコム外相会合の結果を勘案し、その他のカリブ諸国はニーズに応じ適宜専門家の業務出

張や域内セミナー（ワークショップ）への招へい等を通じて協力する広域的協力の構想とし

ている。 
詳細計画策定調査時点において要請が接到し採択されているのはセントビンセントのみ

のため、まずは今回の詳細計画策定調査においてセントビンセントを訪問し、OECS の 6 カ

国での活動を見越した PDM、PO、及び R/D 案について協議を行い、合意内容を M/M に取り

まとめ、署名を行った。OECS のその他 5 カ国については今後要請、採択、及び R/D 締結に

向けた活動内容協議が必要となる。 
ただし、もともと本案件は CARICOM/CRFM からカリブ地域の広域案件として協力要望を

受けていた経緯を踏まえ、また一連の業務出張及び本調査の過程で CRFM は、2010 年 9 月

の日・カリコム外相会議で採択された「日本とカリコム諸国との平和・開発・繁栄のための

パートナーシップ」（詳細は第１章を参照）で水産が協力重点分野の 1 つと位置づけられたこ

と、カリブ地域の水産資源の持続的開発、保全及び管理の分野において日本・カリコム側双

方が緊密な協力を継続することを再三にわたって引用し、本プロジェクトも OECS 6カ国だ

けではなくカリコム全体に裨益しなければならないという見解を再三にわたって主張してい

ることを踏まえ、カリコム/CRFM 加盟国のうち ODA 対象 13 カ国に対するプロジェクト成果
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の普及を検討していく方針（例えば、ワークショップを実施する際 CRFM を通じて各国に参

加を呼びかける、各国の要望があれば技術的に可能な範囲で専門家による巡回指導を実施す

る、などによりカリブ全域への裨益を図る）としている。 
 

(3) 本プロジェクトの受益者（ターゲットグループ） 
想定されるプロジェクトの受益者は以下のとおり（プロジェクト実施の過程で変更される

可能性がある）。 
・ セントビンセント：セントビンセント島西海岸の浮魚礁（FAD）漁業者、ベクエ島のロブ

スター漁業従事者 
・ セントキッツ：カリブ海の FAD 漁業者 
・ アンティグア・バーブーダ：アーリングス沖合の FAD 漁業者、沿岸のかご漁業者 
・ ドミニカ：全海域における FAD 漁業者 
・ セントルシア：カリブ海の FAD 漁業者 
・ グレナダ：大西洋の FAD 漁業者 
・ 各国水産局職員 
・ カリコム/CRFM 加盟国のうち ODA 対象 13 カ国の漁業者と水産局職員 

 
(4) プロジェクト期間 

2013 年 6 月から 2018 年 6 月まで 60 カ月（予定） 
 

(5) 上位目標 
パイロット（実証）事業として実施された漁民と行政の共同による漁業管理アプローチが

実施国及びカリブ地域に適切に普及される 
【指標】 

① プロジェクト終了後、漁民と行政の共同による漁業管理の実施事例数（漁法別）が増

加する 
② 漁民と行政の共同による漁業管理に参加する漁民数が増加する 
③ 漁民と行政の共同による漁業管理アプローチ（Co-Management アプローチ）を適切に

実施する国の数が増加する 
 

(6) プロジェクト目標 
各国の状況に適した漁民と行政の共同による漁業管理アプローチが開発され、カリブ地域

で共有される 
【指標】 

① XX％以上の対象漁民が漁業管理に参加し、合意されたルールが順守される 
② 各国で開発されたアプローチがカリブ地域で共有され、他の国々の水産局員から有用

であると認識される 
 

(7) 成果及び活動 
成果 1：パイロット（実証）事業において、漁民と行政の共同による漁業管理のために必要
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な漁業情報が収集、整理、及び定期的に更新される 
【指標】 

1-1 定期的に更新される漁業情報のスコープ  
1-2 定期的に更新される漁業情報の信頼性  
1-3 漁業情報が更新される頻度  
1-4 漁民と行政の共同による漁業管理のために漁業情報が活用されるレベル   

【活動】 
1-1 パイロット（実証）事業において、ベースラインサーベイを実施する 
1-2 漁民登録、漁船登録/免許のしくみを調査し、改善する 
1-3 パイロット（実証）事業において、漁民と行政の共同による漁業管理のために、定

期的に更新すべき漁業情報の範囲と収集方法を決定する 
1-4 パイロット（実証）事業において、漁業情報を定期的に更新する 

 
成果 2：パイロット（実証）事業において、漁民と行政の共同による漁業管理に関する合意

形成及びルール/規則順守のしくみが提案され、実証される 
【指標】 

2-1 提案された「しくみ（Mechanism）」、及びその「しくみ」に基づいて策定されたルー

ル及び規則の数 
2-2 XX％以上の漁民が漁業管理方策の意思決定プロセスに参画する 
2-3 XX％以上の漁民が合意されたルールを順守する  

【活動】 
2-1 漁民と行政の共同による漁業管理への参加と行動計画について、漁民間、及び漁民

と行政間で合意を形成する 
2-2 FAD 漁業免許等、漁民と行政の共同による漁業管理に必要なルールについて、漁民

間及び漁民と行政間で合意を形成する 
2-3 免税、漁民講習（BFTC）等、漁民と行政の共同による漁業管理の促進のために実施

可能な行政策を確認する 
2-4 漁民と行政の共同による漁業管理方策を規定する行政措置の策定を促進する 
2-5 漁業管理に参加する漁民/漁民組織と行政担当者が定期会合を実施する 

 
成果 3：漁民と行政の共同による漁業管理を推進するノウハウや技術が導入される 
【指標】 

3-1 漁民のニーズに基づき導入されたノウハウと技術の数  
3-2 水産局担当職員における、導入されたノウハウと技術の習熟度と活用度 
3-3 漁民組織の管理能力が評価される（組織運営、財務管理等） 

【活動】 
3-1 パイロット（実証）事業の関係者に技術支援を行う 
3-2 水産局の能力向上のための技術支援を行う 
3-3 漁民組織の能力向上のための技術支援を行う 
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成果 4：各国におけるパイロット（実証）事業の成果が体系化され、カリブ地域で共有され

る 
【指標】 

4-1 共有された教訓の数と内容  
4-2 教訓が共有された国の数  

【活動】 
4-1 パイロット（実証）事業の経験をレビューし、教訓を抽出する 
4-2 域内ワークショップに参加し、経験を共有する 

 
(8) 投入（インプット） 

1) 日本側 
専門家派遣： 長期専門家 2 名（プロジェクト運営管理、漁業管理）、短期専門

家（必要に応じて） 
本邦研修： 島嶼国水産普及員養成コース（沖縄、フィジー）、国別研修等 
機材供与： FAD 等活動に必要な資機材（ブイ、網、縄などの漁具及び器具） 
プロジェクト活動経費：専門家旅費・交通費、現地スタッフ傭人費、プロジェクトサイト

に配置するローカルコンサルタント等委託費、ワークショップ経

費 
2) 相手国側 
カウンターパート（C/P）配置：各国水産局員（漁業統計、資源管理、FAD 漁業管理、セ

ンサス・漁業情報収集）、CRFM 事務局員（必要に応じて） 
プロジェクト事務所： セントビンセントの CRFM 技術ユニット内に事務所を設置し、広

域プロジェクトの拠点とするとともに、OECS 6 カ国すべての水

産局内にも、各国の活動拠点として執務室を設置する 
専門家執務に関する設備 
プロジェクト活動経費：カウンターパート（C/P）の給与・手当等 

 
(9) 実施体制 

① 実施機関 
OECS の 6 カ国水産局及び CRFM 事務局 

② カウンターパート（C/P） 
各国水産局（組織図は付属資料 3. R/D のとおり） 

③ 予算 
各国水産局が経常経費で対応する予定 

④ 執務室 
各国水産局に専門家執務室を確保する 

⑤ 国別合同調整委員会（NJCC） 
本プロジェクトは複数の国を対象として活動を展開する事業となるが、直接活動の対

象となる OECS 6カ国は各国の状況に応じた各国ごとの協力計画の下、事業を進めるこ

ととなる。また、あくまで ODA としては二国間の技術協力であることを踏まえ、合同
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調整委員会は各国ごとに開催することとし、各国ごとに事業の進捗管理を行う予定であ

る。複数国が合同で委員会を開催するという誤解と混乱を招かないよう、通常の技術協

力プロジェクトで使用する“Joint Coordinating Committee”という名称に代えて、各国ご

とに国別合同調整員会を開催するということを表わすよう“National Joint Coordinating 
Committee”（NJCC）と呼称することで、各国と合意した。 

一方、もともとの本件の要望の背景を勘案し、カリコム/CRFM 加盟国全体へのプロジ

ェクトの成果発表や技術普及のため、CRFM と連携して地域レベルでのセミナー等を開

催する予定である。これは、プロジェクト運営を域内各国が審議するという性格のもの

ではなく、あくまでも域内で各国のプロジェクト成果を活用する、という情報共有と技

術普及を目的としたものを想定している（二国間ベースの技術協力というプロジェクト

実施の枠組みを維持するためには、各国での活動やプロジェクト運営に対し、地域内と

いえども第三国が干渉しプロジェクト運営が混乱することを避けるねらいがある）。 
なお、CRFM は域内の成果普及という観点で連携をするという位置づけにしているた

め、各国の NJCC には参加しない（こちらも、二国間ベースの技術協力に域内機関であ

る CRFM が干渉し各国ごとのプロジェクト運営が混乱することを避けるねらいがある）。 
 

(10) カリブ地域漁業機構（CRFM）との連携 
2012 年 7 月の現地出張（第 1 章参照）で CRFM 事務局を訪問した際、CRFM のミルトン・

ホートン事務局長からは、2010 年 9 月 2 日に東京で開催された第 2 回日・カリコム外相会議

で採択された「日本とカリコム諸国との平和・開発・繁栄のためのパートナーシップ」が引

用され、「CRFM は技術協力プロジェクト実施において域内調整機関としての役割を果たし

たく、本プロジェクトにおける先方の位置づけ（ステータス）について明確にしてほしい」

という要望を受けた。 
これに対して、これまでの検討過程では本プロジェクト実施に限定した MOU（覚書）を

CRFM－JICA 間で締結して応ずるという案も検討された。MOU においては具体的な活動や

投入についての言及は避け、あくまでも本プロジェクトにおける CRFM の位置づけを合意す

るにとどめている。詳細計画策定調査での協議の結果、最終的には CRFM 側も MOU 締結を

強く希望しなかったことから、結果として MOU は交わしていない〔将来の参考のために、

検討段階での MOU 案を添付した（付属資料 2）〕。 
CRFM との具体的な連携に関しては、本プロジェクトにおいては二国間（バイ）と域内の

多国間（マルチ）の活動を明確に区分し、プロジェクトの個別の活動、実証プロジェクトの

選定、JCC 実施、予算・投入の調整についてはバイの活動を原則とし、各国水産局と JICA
が協力活動を実施する。他方、各国におけるプロジェクト成果及び知見共有のための域内セ

ミナー共催など国をまたぐマルチの活動については、CRFM と連携して実施することにした

い。CRFM の域内連携の活動として想定される項目は以下のとおりである。 
① 成果共有を目的としたカリコムワークショップの主催 
② 同成果の大臣会合、水産局長会合、技術会議、ワーキンググループでの発信 
③ 同成果のホームページでの発信（報告書公開） 
④ 関連情報の収集整理と提供 
⑤ 関連する他ドナー（欧州等）の活動との連携促進 
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CRFM との連携に関する概念図（案）は図－２のとおりである。英語版の図－３は、CRFM
との協議において提示している。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－２ カリブ水産技プロ実施相関図（案） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図－３ Caribbean Fisheries Co-Management Project 

　　　カリブ水産技プロ実施相関図（案）
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３－４ 実施に係る留意事項 

(1) 本プロジェクトでは、比較的漁業の共通性が高く、またこれまで個別専門家を派遣してき

た実績のある東カリブ諸国機構（OECS）の 6 カ国、すなわち、セントキッツ、アンティグ

ア・バーブーダ、ドミニカ、セントルシア、セントビンセント、及びグレナダを直接的な投

入を行う活動対象とする。事業形態としてはカリブ地域の広域プロジェクトではあるが、事

業実施合意においては、OECS 6カ国すべてから個別に提出される要請書を基に PDM 及び PO
詳細について協議を行い、各国ごとに R/D を締結する。なお、案件名、PDM 及び PO につい

ては基本的に 6 カ国で同様のものとする点、事前に各国水産局と合意済みである。 
 

(2) 以下の 4 点をプロジェクト実施上の基本理念とする。 
① 域内共通課題への対応 
② 参加型資源管理の推進 
③ ローカルリソースの積極的活用：本プロジェクトに関連する活動の先行実施国及び

CRFM 事務局の人材を活用する 
④ 予防的な取り組み方法（Precautionary Approach）：新規漁法を導入する場合は、適切なデ

ータ収集など資源への影響評価に配慮した予防的な取り組み方法を適用する 
 

(3) 合同調整委員会については、National Joint Coordinating Committee（NJCC）として各国ごと

に実施する。漁民と行政の共同による漁業管理に参加する漁民数の割合に係る目標値は、ベ

ースライン調査実施後に具体的な数値を設定し、NJCC にて承認を得る予定である。 
 

(4) パイロット（実証）事業の選定基準 
漁業管理を行ううえで、例えば沿岸漁業といった大きなくくりを活動対象とすると、活動

が散漫になり、その成果も明確に発現しない恐れがあるため、本プロジェクトでは管理対象

とする漁業をあらかじめ絞り込むこととする。対象漁業は、新規導入漁業、輸出・市場指向

型漁業、乱獲傾向が顕著な漁業の 3 分野である。これらに絞り込んだ理由として、第一に FAD
などの新規導入漁法は漁獲規制が（当面は）必要なく、利害や慣習の定着度も比較的弱いと

考えられ、また、漁民数も少ないため、新たなルールづくりが比較的容易に行え、漁民の組

織化や管理方策の導入の難易度もそれほど高くない。したがって、各国水産局が新たな取り

組みを行ううえで必要なノウハウを蓄積するのに適していると考えられる。第二に、輸出・

市場指向型漁業は、各種証明書の発行などに政府機関の関与が必須となり、また、仕向け先

の要求要件（品質や鮮度など）を満たすために、行政サービスに依存する度合いも高い漁業

である。こうした背景から、漁民と水産局との協同関係を構築しやすい環境が整っており、

また、市場の要求要件への対応は漁業管理に参画する動機づけとしても活用できる。第三に、

乱獲傾向が顕著な漁業は、資源管理の必要性が最も高い漁業種であり、早急な対応が求めら

れている。また、漁業者が資源の減少傾向を認識している場合、彼らの参加も担保しやすい。 
こうした考えに加えて、広域での裨益をめざすため各国に特異的な漁業を活動対象とする

ことはせず、地域的に共通性の高い（いわば最大公約数となる）漁業を優先的に活動対象漁

業として選択した結果、新規導入漁業としては「FAD 漁業」、輸出・市場指向型漁業として

は「ロブスター及びコンク貝を対象とする潜水漁業及びかご漁業」、乱獲傾向が顕著な漁業と
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しては「かご漁業」が対象漁業として適切と考えられる。 
 

(5) 漁民と行政の共同による漁業管理（Co-Management）アプローチの活動対象漁業に関して、

カリブ域内で先行事例として位置づけられるドミニカの FAD 漁業、及びアンティグアのコン

ク貝を対象とする潜水漁業の分析と各パイロット（実証）事業で参照可能なレッスン（教訓）

の整理。 
 

(6) FAD 漁業は沿岸部に過剰に集中した漁獲圧を分散し沖合に漁業者を向ける意義はあるも

のの、これが野放図に拡大してしまわないように漁業者登録や漁業統計の的確な実施とセッ

トで進めていくことで、適切な漁業管理を推進することが必要となる。すなわち、FAD 漁業

の推進により単に漁獲量を増やすことだけを成果とすることなく、FAD の「管理手法」全体

の開発が重要と考えられる。 
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第４章 5 項目評価 
 

本プロジェクトは、対象国の開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、

また計画の適切性が認められることから、実施の意義は高い。 
 
４－１ 妥当性 

本プロジェクトは、以下の理由により妥当性が高いと判断される。 
カリブ諸国において零細漁業は低所得者層の重要な収入源の 1 つであり、水産物は地元住民の

貴重な動物性蛋白質の供給源であるが、近年は、沿岸水産資源の減少及び枯渇が懸念されている。

沿岸ではコンク貝やロブスター、リーフ魚、小型沿岸性浮魚等の過剰漁獲がみられるとともに、

ゴーストフィッシング（荒天や事故のために海中で紛失・流出した漁具が魚介類を獲り続け、そ

のまま魚介類が死亡してしまう現象）が水産資源減少に拍車をかけている。このような課題に対

して、CARICOM 事務局は、その水産部門としてカリブ地域漁業機構（CRFM）を 2003 年 3 月に

設立し、加盟国間の協力を通じた地域全体での水産資源管理をめざして活動を続けてきた。 
他方、日本はカリブ地域の水産業に対して長年にわたり支援を行ってきた。セントビンセント

においては、2010 年 9 月の第 2 回日・カリコム外相会議において策定された「日本とカリコム諸

国との平和・開発・繁栄のためのパートナーシップ」のなかで重点を置くべき協力分野として挙

げられた①「脆弱性の克服と人間の安全保障の推進」②「グローバル経済への統合」③「環境・

気候変動」に基づき、「水産」「環境・防災」及び「貧困削減」が重点分野とされ、事業展開計画

の水産分野の開発課題には水産業の持続的発展への援助が掲げられている。その他の OECS 5カ
国も類似の状況がみられる。 

セントビンセントの水産業は同国 GDP の約 2％、労働人口の約 6％を占めるが、水産物を提供

するレストラン、ホテルなどの関連産業や観光客向けのスポーツ・フィッシングを含めると、同

国経済における重要性は高いといえる。同国政府は、水産物・水産加工物輸出のための品質管理、

流通と市場の整備、養殖の推進と並んで、水産資源管理を水産分野における主要な政策目標に挙

げている（2012 Budget Speech）。その他の OECS 5カ国も類似の状況がみられる。 
本プロジェクトは、カリブ地域の共通課題である「過剰漁獲による沿岸水産資源の減少」に焦

点を当て、水産資源の持続的利用を可能にするために必要な漁業管理を確立することを目的とし

ている。以上を総合すると、その上位目標及びプロジェクト目標には高い妥当性があると判断さ

れる。 
 
４－２ 有効性（予測） 

以下の理由から、有効性が認められる。 
プロジェクト目標は「各国の状況に適した漁民と行政の共同による漁業管理アプローチが開発

され、カリブ地域で共有される」である。 
漁業管理は水産資源の持続的利用を実現するための手段の 1 つであり、対象漁業においては資

源量に応じた漁業規制が行われる。本プロジェクトでは、対象漁業者の参加を得て、漁業者と水

産当局との共同管理を行うことをめざしている。本プロジェクトで開発される共同漁業管理アプ

ローチは、PDM の指標が示すとおり、以下の特徴を備える必要がある。 
① 資源管理のための予防的アプローチが採られること。 
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② 対象漁業者のうち共同漁業管理に参加する者の割合が十分高く、漁業規制に実効性がある

こと。 
以下に述べるように、プロジェクト目標の前半部分「各国の状況に適した漁民と行政の共同に

よる漁業管理アプローチの開発」は成果 1～3 の実現を通して達成することが期待される。 
・ 成果 1：パイロット（実証）事業において、漁民と行政の共同による漁業管理のために必要

な漁業情報が収集、整理、及び定期的に更新される。 
漁民と行政の共同による漁業管理を行うには、まず資源量の動向を知るための情報（漁獲

量、魚介類のサイズなど）、漁獲努力量の情報（漁業者数、操業時間など）をはじめとした各

種の漁業情報の収集と蓄積が必要である。対象漁業者の協力を得つつ、予防的アプローチに

基づく漁民と行政の共同による漁業管理が可能な漁業情報の収集体制を構築することをめざ

す。 
・ 成果 2：パイロット（実証）事業において、漁民と行政の共同による漁業管理に関する合意

形成及びルール/規則順守のしくみが提案され、実証される。 
漁業規制のためのルールが定まり、漁業者がこれに従うことが必要である。共同管理にお

いては、対象漁業者がそのルール決定プロセスに参加し、規制の目的を理解し、それを自主

的に順守するようになることが目標となる。ただし、対象漁業が魅力的なものとなれば、共

同管理に参加しないアウトサイダーが侵入して管理できなくなる懸念がある。これを防ぐた

めには共同管理のルールの法制度化（規則）や取り締まり体制の強化など、行政側の関与が

必要であり、問題が深刻になる前にできるだけ早く水産当局は必要な取り組みを開始するこ

とが重要である。 
・ 成果 3：漁民と行政の共同による漁業管理を推進するノウハウや技術が導入される。 

成果 1、2 が達成されるためには、対象漁民が組織的かつ積極的に共同漁業管理に参加す

ることが重要である。そのためには、対象漁業の魅力を高めるとともに、漁民の組織的な活

動を推進し、かつ漁業者と水産当局が共同管理を円滑に進めるためのさまざまなノウハウを

獲得する必要がある。本事業では、漁民と行政の共同による漁業管理の推進に直接関連する

テーマを中心に、漁民個人及び漁民組織を対象に漁業指導、水産物の加工流通についての指

導、漁民組織の強化のための指導などが行われる予定である。 
プロジェクト目標の後半部分（カリブ地域での情報共有）については、OECS 6カ国で開発され

た漁民と行政の共同による漁業管理（Co-Management）アプローチがその実施経緯、経験も含め

て記録・体系化され、有用な教訓がセミナーなどを通じて域内他国に紹介される〔成果 4：各国

におけるパイロット（実証）事業の成果が体系化され、カリブ地域で共有される〕。その調整には

CRFM に重要な役割が期待される。 
 
４－３ 効率性（予測） 

本プロジェクトは、以下の理由から効率的な協力の実施が見込まれる。 
セントビンセントの水産分野への日本の援助は、1987 年に始まった水産無償資金協力以来、継

続的に経済協力・技術協力が行われてきた。その結果、国内 7 カ所に水産複合施設が整備された

ほか、研修員受入れと専門家派遣を通して人的交流などを通して、情報整備並びに JICA・水産局

間の相互理解推進、信頼関係の構築が進められてきた。本プロジェクトはこのような蓄積のうえ

に実施されるものであり、これまでの援助との継続性、連続性を確保することにより十分効率的
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な実施が見込まれる。その他の OECS 5 カ国もほぼ類似の状況がみられる。 
カリブ地域を対象とした実施済みの開発調査及び専門家派遣などを通して、域内で共有可能と

考えられる漁民と行政の共同による漁業管理の優良事例（Good Practice）が確認されている。本

プロジェクトでは、ドミニカの FAD 漁業の共同管理、アンティグア・バーブーダのコンク漁の漁

民と行政の共同による漁業管理などの優良事例を、カリブ地域各国の水産業の現状に応じて修正

を図ったうえで導入していくというアプローチを想定している。一般に、適切な漁民と行政によ

る漁業管理アプローチを開発し、それを軌道に乗せるまでには数年を要することが予想されるが、

本プロジェクトにおいては域内の優良事例を共有することにより、5 年間というプロジェクト期

間のなかで十分な成果を上げることが可能であると考えられる。 
本プロジェクトでは OECS 6カ国で行う漁民と行政の共同による漁業管理の経験をカリブ地域

の他国と共有することが予定されている。このような域内共有は、CRFM が重要な役割を果たす

ことにより効率的に実施されることが期待される。 
本プロジェクトはカリブ地域における広域案件として、OECS 6カ国で並行して実施される一連

の技術協力プロジェクトの 1 つであり、投入される専門家は同時に複数国を対象に活動する。こ

のため、JCC などのプロジェクト管理は各国別に行う（NJCC として国別に開催）とともに、CRFM
も含め全体の調整を図る必要があるなど、プロジェクト運営は複雑化することが予想されること

から、注意が必要である。 
プロジェクトの前提条件としては、対象漁業の従事者（漁民）がプロジェクトの実施に合意し

参加意思を表明することが挙げられる。各国の対象漁業はこの点を十分考慮したうえで選定した

ものであるが、プロジェクト開始後なるべく早期に漁民の参加意思を確認することが重要である。

また、プロジェクト実施に影響を与えるリスク要因としては、漁況・海況次第で漁民の参加意欲

が下がること、ハリケーン等の自然災害で FAD などの重要な施設が被害を受けることが挙げられ

る。 
以上を総合すると、これまでの援助との継続性、連続性を確保することにより本プロジェクト

は十分効率的に実施できると期待されるが、対象漁民の参加意思を確認すること、広域案件とし

てのプロジェクト運営を円滑に行うこと、漁況・海況・自然災害などの外部要因の影響を予測し

たうえで適切な実施計画を立てるべきことなど、その実施には十分な注意が必要である。 
 
４－４ インパクト（予測） 

本プロジェクトにより、次のインパクトが予測される。 
本プロジェクトの上位目標は「パイロット（実証）事業として実施された漁民と行政の共同に

よる漁業管理アプローチが実施国及びカリブ地域に適切に普及される」である。本プロジェクト

ではカリブ地域で共通性が高いと考えられる漁業（FAD 漁業、ロブスター及びコンク貝を対象と

する潜水漁業、並びにかご漁業）を対象にしており、プロジェクト終了後、セントビンセント水

産局、CRFM 及び域内各国の水産当局の努力によりこれらが実現されることが期待される。 
PDM には明示されていないが、本プロジェクトのスーパーゴールは「カリブ地域で水産資源が

持続的に利用される」ことである。漁民と行政の共同による漁業管理はこれを実現するための手

段の 1 つであり、長期的には、以下のように、これに貢献できると期待される。 
① カリブ地域では今後 FAD 漁業が活発化することが予想されるが、十分な管理体制のないま

までは、ドミニカの過去の事例にもあるように、これが暴走して漁民の対立や乱獲につな
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がりかねない。FAD 漁業導入の初期に適切な共同管理体制を構築した FAD 漁業の健全な

推進は、沖合浮遊魚資源の持続的な利用のための前提条件となる。ただし、沖合浮遊魚は

広域回遊魚であるため、その資源管理は国別ではなく地域的に取り組むべき課題であり、

本プロジェクトの成功が直ちにこれに貢献するとはいえない点に注意が必要である。 
② FAD 漁業の発展は、適切に誘導されれば、枯渇が心配される沿岸水産資源への漁獲圧力緩

和を促すことが期待される。これは零細漁業者が漁獲努力を沿岸漁業から FAD 漁業に振り

向けることにより実現できると考えられる。ただし、ドミニカの過去 10 年間の事例では、

FAD 漁業による沖合浮遊魚の漁獲量の大きな増加に伴い沿岸浮遊魚の漁獲量が半減した

ものの、沿岸底漁の漁獲量には大きな変化がみられなかった。したがって、本プロジェク

トによる FAD 漁業の共同管理は沿岸水資源の持続的利用を間接的に促すが、沿岸水資源に

ついては、また別の漁業管理が行われる必要がある点に注意が必要である。 
③ ロブスター漁については、共同管理の入り口としてロブスターの品質管理などへの支援が

考えられ、これはロブスターの国内外の市場を広げることによりロブスター漁の魅力を高

める。同時に、共同管理により資源量の動向に応じたロブスター漁の自主的な規制を実現

することが本プロジェクトの目標である。このような共同管理は、ロブスター資源の持続

的な利用につながることが期待される。 
さらに、本事業で推進する漁民と行政の共同による漁業管理及び成果 3 における漁民・漁民組

織への支援は、零細漁業の効率化、市場の拡大、付加価値化、持続性の向上などを通じて、漁民

の組織強化及び零細漁民の生活向上に貢献することが期待される。 
このように、本プロジェクトの漁民と行政の共同による漁業管理は総じて、社会経済及び自然

環境に対してポジティブなインパクトをもつと期待される。 
 
４－５ 持続性（見込み） 

持続性につき、以下の側面から評価を行った結果、本プロジェクトの効果はプロジェクト終了

後も継続されると見込まれる。 
＜持続性＞ 

本プロジェクトが提案する漁民と行政の共同による漁業管理アプローチは、漁民が有する経

験や取り組み（ボトムアップ・アプローチ）と行政措置（トップダウン・アプローチ）の連携

（共同管理）の活用により、高い持続性を確保することをめざしている。ドミニカにおける FAD
漁業、アンティグア・バーブーダにおけるコンク漁などの優良事例では共同管理に高い持続性

がみられ、本プロジェクトにおいても官と民の連携が適切にデザインされれば十分な持続性を

確保することが可能であると考えられる。 
本プロジェクトの持続性を高めるためには、以下に留意する必要がある。 

① 本プロジェクトでは、主に成果 3 を通して漁民の共同管理へのインセンティブを高め、組

織能力を強化することにより、漁民の組織的かつ積極的・継続的な参加を促す予定である。

一般に資源管理にあまり関心がなく短期的な利益に目を奪われがちな零細漁民にインセ

ンティブを与えるのは、いわば漁民と行政の共同による漁業管理に向かわせる「エサ」の

部分であるが、実利がなければ漁民の継続的な参加は見込めず、持続性も期待できない。

組織能力についても同様に、漁民組織がさまざまな活動を通じて実利を得られる可能性を

開くことが、漁民と行政の共同による漁業管理の持続性に結びつくことになる。プロジェ
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クト目標である漁民と行政の共同による漁業管理から大きく外れた活動はできないもの

の、漁民の積極的かつ組織的な参加を促すためのこのような活動は、共同管理の持続性を

高めるために重要である。 
② 漁民と行政の共同による漁業管理の実効性と持続性を高めるために、漁業者レベルのルー

ルを規則として法的な裏づけを与えることが有効な場合がある。漁業者が自主的にルール

を遵守できるのであれば必ずしも法的裏づけは必要ないが、漁業者の金銭的負担が求めら

れる場合や、ルールを守らないアウトサイダーがいる場合など、法的裏づけによる行政当

局の取り締まりが必要なことが考えられる。このような法制化には時間がかかる場合が多

いが、水産当局がそれをめざして取り組むことは重要である。 
 
４－６ 貧困・ジェンダー・環境などへの配慮 

一般に、水産業において、漁船による操業は主に男性の仕事となっているものの、漁獲後の加

工、販売においては女性も従事しており、本プロジェクトで想定している水産資源管理において

も女性が一定の役割を担うことが予想される。一方で、女性は家事労働も行っているため、労働

負荷が過大になりがちという課題がある。本プロジェクトでは、女性の役割やニーズを把握のう

え、ジェンダーの視点に立った活動を行うことでより効果が高まることが期待される。 
本プロジェクトは、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月公布）上、環境へ

の望ましくない影響は最小限であると判断されるため、環境カテゴリーは C となる。 
 
４－７ 過去の類似案件からの教訓の活用 

中米・カリブ地域で実施された過去の広域案件の評価では、カリブ地域機関（カリコム下部組

織）における活動と各国で実施する活動とを混在させず、各国の位置づけを明確にすることが重

要との教訓がある。そのため本プロジェクトにおいても、パイロット（実証）事業は各国水産局

をカウンターパートとして実施し、その各国ごとの成果をカリブ地域（CRFM 加盟 13 カ国）へ

共有する際には CRFM 事務局と連携することとし、役割分担を明確にするよう留意すべきである。 
また、「セネガル国漁業資源評価・管理計画調査（2003～2006 年）」で実施されたパイロット事

業では、行政による技術的支援のもと漁民主導の資源管理が有効に機能した事例がある。本事業

においても、政府が漁民へ適切な漁業情報を提供するのみならず、漁民も漁業情報の収集に協力

することで、漁業情報が定期的に更新されるよう、PDM の作成において留意すべきである。 
 
４－８ その他のインパクト 

本プロジェクトは、直接的な投入の対象となる国々で行うパイロットプロジェクトの成果を

OECS 6 カ国国内及び CRFM に加盟する 15 の国と地域のうち日本の ODA 対象国 13 カ国に普及す

ることで、カリブ地域全体での漁業管理に貢献することが見込まれる。 
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プロジェクト名：カリブ地域における漁民と行政の共同による漁業管理プロジェクト Caribbean Fisheries Co-Management Project 
実施期間： 2013 年 4 月～2018 年 4 月（5 年間）（予定） 
対象地域： カリブ地域（ただしパイロットプロジェクトはセントビンセント・グレナディーン諸島、セントクリストファー・ネーヴィス、アンティグア・バーブーダ、ドミニカ国、セントルシア、グレナダ） 
実施機関： 各国水産局、カリブ地域水産機構（CRFM） 
ターゲット・グループ： 人工浮漁礁（FAD）を使用する漁民、一部地域のロブスター漁業従事者、一部地域の沿岸のかご漁業者 
 

プロジェクト要約 指標 指標データ入手手段 外部条件 
上位目標 
パイロット（実証）事業として実施された漁民と行政の共
同による漁業管理アプローチが実施国及びカリブ地域に
適切に普及される。 

1. プロジェクト終了後、漁民と行政の共同による漁業管理の実施事例数（漁法別）
が増加する 

2. 漁民と行政の共同による漁業管理に参加する漁民数が増加する 
3. 漁民と行政の共同による漁業管理アプローチ（Co-Management アプローチ）を適

切に実施する国の数が増加する 

 
- 各国水産局の情報 
- カリブ地域漁業機構（CRFM）の情報 - 各国漁民の

参加意欲を
妨げる海洋
環 境 ・海 洋
状態の変化
がプロジェク
ト実施期間
中 に発 生 し
ない。 

 
- ハリケーンや

自然災害が
浮 漁 礁
（FAD）等プ
ロ ジ ェ ク ト に
必 要 な 施
設 ・資 機 材
に深刻な被
害 を 与 え な
い。 

プロジェクト目標 
各国の状況に適した漁民と行政の共同による漁業管
理アプローチが開発され、カリブ地域で共有される。 

1. XX％以上の対象漁民が漁業管理に参加し、合意されたルールが順守される 
2. 各国で開発されたアプローチがカリブ地域で共有され、他の国々の水産局員から有

用であると認識される 

- 各国水産局と評価者による調査データ 
- 中間レビュー及び終了時評価時収集データ 
- 受益者インタビュー等 

期待される成果 
1. パイロット（実証）事業において、漁民と行政の共同

による漁業管理のために必要な漁業情報が収集、
整理、及び定期的に更新される。 

2. パイロット（実証）事業において、漁民と行政の共同
による漁業管理に関する合意形成及びルール/規則
順守のしくみが提案され、実証される 

3. 漁民と行政の共同による漁業管理を推進するノウハ
ウや技術が導入される 

4. 各国におけるパイロット（実証）事業の成果が体系
化され、カリブ地域で共有される 

1－1 定期的に更新される漁業情報のスコープ  
1－2 定期的に更新される漁業情報の信頼性  
1－3 漁業情報が更新される頻度  
1－4 漁民と行政の共同による漁業管理のために漁業情報が活用されるレベル 
2－1 提案された「しくみ（Mechanism）」、及びその「しくみ」に基づいて策定されたルー

ル及び規則の数 
2－2 XX％以上の漁民が漁業管理方策の意思決定プロセスに参画する 
2－3 XX％以上の漁民が合意されたルールを順守する 
3－1 漁民のニーズに基づき導入されたノウハウと技術の数  
3－2 水産局担当職員における、導入されたノウハウと技術の習熟度と活用度 
3－3 漁民組織の管理能力が評価される（組織運営、財務管理等） 
4－1 共有された教訓の数と内容 
4－2 教訓が共有された国の数 

- 各国水産局の情報 
- 中間レビュー及び終了時評価時収集データ 
- 定期会議でのヒアリングデータ 
- 受益者インタビュー 
- 地域会合の記録、等 

活動 投入 
1－1 パイロット（実証）事業において、ベースラインサーベイを実施する 
1－2 漁民登録、漁船登録/免許のしくみを調査し、改善する 
1－3 パイロット（実証）事業において、漁民と行政の共同による漁業管理のために、定期的

に更新すべき漁業情報の範囲と収集方法を決定する 
1－4 パイロット（実証）事業において、漁業情報を定期的に更新する 
2－1 漁民と行政の共同による漁業管理への参加と行動計画について、漁民間、及び漁民

と行政間で合意を形成する 
2－2 FAD 漁業免許等、漁民と行政の共同による漁業管理に必要なルールについて、漁民

間及び漁民と行政間で合意を形成する 
2－3 免税、漁民講習（BFTC）等、漁民と行政の共同による漁業管理の促進のために実

施可能な行政策を確認する 
2－4 漁民と行政の共同による漁業管理方策を規定する行政措置の策定を促進する 
2－5 漁業管理に参加する漁民/漁民組織と行政担当者が定期会合を実施する 
3－1 パイロット（実証）事業の関係者に技術支援を行う 
3－2 水産局の能力向上のための技術支援を行う 
3－3 漁民組織の能力向上のための技術支援を行う 
4－1 パイロット（実証）事業の経験をレビューし、教訓を抽出する 
4－2 域内ワークショップに参加し、経験を共有する 

（日本側） 
- 専門家派遣：長期専門家 2 名（チーフア

ドバイザー、漁業管理）、短期専門家
（必要に応じて） 

- 本邦研修：島嶼国水産普及員養成コー
ス（沖縄、フィジー）、国別研修等 

- 機材供与：FAD 等活動に必要な資機
材（ブイ、網、縄などの漁具及び器具） 

- プロジェクト活動経費 

（カリブ諸国側） 
- カウンターパート配置：各国水産局員（漁業統計、資

源管理、FAD 漁業管理、センサス・漁業情報収
集）、CRFM 事務局員（必要に応じて） 

- プロジェクト事務所：セントビンセントの CRFM 技術ユ
ニット内に事務所を設置し、広域プロジェクトの拠点
とするとともに、OECS6 カ国すべての水産局内にも、
各国の活動拠点として執務室を設置する 

- 専門家執務に関する設備 
- プロジェクト活動経費  

前提条件 

 
- 対象漁民が

プ ロ ジ ェ ク ト
の参加に同
意 し 、 活 動
へのコミットメ
ン ト を 表 明
する。 

 

35
－
 
 
－



36－  －



37－  －



38－  －



39－  －



40－  －



41－  －



42
－
 
 
－



43
－
 
 
－



44－  －



45－  －



46－  －



47－  －



48－  －



49－  －



50－  －



51－  －



52－  －



53－  －



54－  －



55－  －



56－  －



57－  －



58－  －



59－  －



60－  －



61－  －



62－  －



63－  －



64－  －



65－  －



66－  －



67
－
 
 
－



68
－
 
 
－



69
－
 
 
－



70－  －



71－  －



72－  －



73－  －



74－  －



75－  －



76－  －



77－  －



78－  －



79－  －



80－  －



81
－
 
 
－



82
－
 
 
－



83
－
 
 
－



84－  －



ＲＥＣＯＲＤＯＦＤＩＳＣＵＳＳＩＯＮＳ

ＯＮ

ＣＡＲＩＢＢＥＡＮＦＩＳＨＥＲＩＥＳＣＯ－ＭＡＮＡＧＥＭＥＮＴＰＲＯＪＥＣＴ

ＩＮ

ＴＨＥＣＯＭＭＯＮＷＥＡ［｢ＨＯＦＤＯＭＩＮＩＣＡ

ＡＧＲＥＥＤＵＰＯＮＢＥＴＶＶＥＥＮ

ＦＩＳＨＥＲＩＥＳＤＩＶＩＳＩＯＮ

ＭＩＮＩＳＴＲＹＯＦＥＮＶＩＲＯＮＭＥＮＩＮＡＴＵＲＡＬＲＥＳＯＵＲＣＥＳ，
ＰＨＹＳＩＣＡＬＰＬＡＮＮＩＮＧＡＮＤＦＩＳＨＥＲＩＥＳ

ＡＮＤ

ＪＡＰＡＮＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬＣＯＯＰＥＲＡＴＩＯＮＡＧＥＮＣＹ

RoseauAprilﾉツ 2013

ｌｌｊ１髻歸｛ｌｌ１ＰｌＩ釜i蒜il2gf1≦Ａｋｌｋｎｍｇ

ChiefRepresentative
J1CADominicanRepublicOffice
Japan

MinistryofEnvironmentNatu｢al

Resou｢ces,PhysicalPlanningand
Fisheries
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lnresponsetotheofficiaI「equestoftheGovernmentoftheCommonwealthof
Dominica(hereinafterrefe｢ｒｅｄｔｏａｓ``Dominicaoi)totheGovemmentofJapan
(he｢einafterrefe｢｢ｅｄｔｏａｓ"GOJ',),theJapanlntemationalCooperationAgency
(hereinafte｢referredtoas"JICA,')heldase｢iesofdiscussionswiththeFisheries
DivisionofMinist｢yofEnvironment，NaturalResources，PhysicalPlanningand
Fishe｢ies（hereinafte「refe｢ｒｅｄｔｏａｓ“theFishe｢iesDivision''）andrelevant
organizationstodevelopadetailedplanoftheCa｢ibbeanFisheries
Co-ManagementPrOjectinDominica(he｢einafter｢efe｢｢edtoas"theＰ｢oject,，）

BothpartiesagreedthedetailsofthePrOjectandthemainpointsdiscussedas
desc｢ibedintheAppendixlandtheAppendix2respectively．

BothpartiesalsoagreedthattheFisheriesDivision,thecounterparttoJ1CA,ｗｉｌｌ
ｂｅ｢esponsiblefOrtheimplementationoftheProjectincoope｢ationwithJlCA，
cooIdinatewithothe「「elevanto｢ganizationsandensurethattheselfと｢eliant

ope｢ationofthePrOjectissustained。u｢ingandaftertheimplementationpe｢ｉｏｄ
ｉｎｏ｢｡e｢tocont｢ibutetowa｢dsocialandeconomicdevelopmentofDominica

TheＰ｢Qiectwillbeimplementedwithinthｅｆ｢amewo｢koftheNotesVerbales
exchangedonMarch42013andMarchl5,2013betweentheGOJandthe
GovemmentofDominica

Appendixl:PrOjectDesc｢iption
Appendix2:MainPointsDiscussed

卜
か
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Ａｐｐｅｎｄｉｘｌ

ＰＲＯＪＥＣＴＤＥＳＣＲＩＰＴＩＯＮ

1.ＢＡＣＫＧＲＯＵＮＤ

Thefisherieshavebeent｢aditionallyimportantindustryintheCaribbean
regionincludingDominicaItp｢ovidesthi｢dla『gestemploymentaftertou｢ismand
agricultureConside｢ingthepresenceofinter-｢elatedindust｢iessuchas
recreationalfisheries,｢estaurantsandhotelsthatseⅣelocallyproducedseafOod，
itisevenmoreimportantintheecoｎｏｍｙｏｆｅａｃｈＣａ｢ibbeancount『y・Ｍｏ｢eove「
thefisheriesresourcesa｢eavaluablesou｢ceofanimalproteinfO「Iocalpeople
Therefo｢e，sustainablemanagementoffishe｢iesisessentiaInotonlyatthe
nationallevelbutaIsoattheregionallevel,Ｃaribbeanregionasawhole

ln｢ecentyears,howeverbthedecreaseanddepletionofcoastalfisheries
resou｢cesbyexcessiveexploitationhasbecomeevidentintheCa｢ibbeanregion
Suchcoastal「esourcesasqueenconch，lobster,「eeffish，andsmallmigrato｢y
fishesareexposedtotheriskofoverfishingFu｢thermore,1ostandabandoned
fishinggears(inparticularthoseofpotfishe｢y)thatcauseghostfishingbecame
increasinglyp｢oblematio

Tbpromotethefisheries｢esourcemanagementintheCa｢ibbean｢egion
theCaribbeanCommunity（hereinafter「eferredtoas``CARICOM'）member
statesagreedtoinauguratetheCaribbeanRegionalFisheriesMechanism
(hereinafter｢eferredtoas"CRFM，，)inMarch2003・lnresponsetotherequest
fromtheCＲＦＭｍｅｍｂｅ「countrieaGOJth｢oughJlCAimpIementedatechnical
coope｢ationp｢ojecton“FormulationofMaste「PlanonSustainableUseof
Fishe｢iesResou｢cesfOrCoastalCommunityDevelopmｅｎｔｉｎｔｈｅＣａ｢ibbean'，
(he｢einafter｢eferredtoasthe``Study''）from2009to2012TheFinalReportof
theStudyproposed（１）toestablishpracticalco-managementmodelsfOr
sustainableuseandmanagementofthefisheries「esources,（２）topromote
participatoryresourcemanagementanddevelopmenttowa｢dco-management，
and(3)tofo｢mulateandst｢engthenthe｢egionalnetwo｢ｋｂｙｓｈａ｢ingthelocal
expertiseandlessonsleamedineachcount｢y・
ConsideringthesituationmentioｎｅｄａｂｏｖｅａｎｄｉｎａｎｅｆｆＯ｢ttooptimally

implementfishe｢iesresourcemanagement，thegovemmentofDominica
requestedtoGOJatechnicalcooperationp｢ojectwith「ega｢dtodevelop
fisheries｢esou｢cemanagementapproachintheCaribbean「egion｢eflectingthe
eachcountry，sactualconditionofthefishe｢ies．

11.ＯＵＴＬＩＮＥＯＦＴＨＥＰＲＯＪＥＣＴ

DetailsofthePrOjectaredescribedinthePrOjectDesignMat｢ix:ＰＤＭ(AnnexD
andthetentativePIanofOperation(Annexll)．

lTitleoftheP｢Oject
Ca｢ibbeanFisheriesCo-ManagementＰ｢ojectinDominica

０
１
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2.Ove｢allGoal

Thefisheriesco-managementapp｢oachimplementedaspilotactivitieswillbe
disseminatedapp｢opriatelyintheta｢getcountry,andintheCaribbeanregion

3.Ｐ｢OjectPurpose

Thefishe｢iesco-managementapproachsuitablefO「ｅａｃｈｔａ｢getcountryis
developedandissharedintheCaribbeanregion

4.Outputs

（１）FisheriesinfOrmation｢equi｢edfO｢co-managementoftargetfishe｢iesis
collectedorganized,andupdatedregula｢ly

（２）MechanismsforconsensusbuildingandproperobseⅣationofthe
rules/regulationswith「egardtoco-managementoftargetfisheriesa｢e
pmposedandverified

(3)Ｋnow-howandtechnologyusefulfO｢promotingfisheriesco-management
isintroduced

(4)Experiencesofthepilotactivitiesarereviewed,andlessonsa｢esha｢edin
theCaribbeanregion

5.Activities

（1-1)ConductbaselinesuⅣeyfO｢thetargetfisheries
（1-2）Ｅｘａｍｉｎｅａｎｄｉｍｐ｢ovethesystemoffishermanlD，fishingboat

registrationandfishingboatlicensing
（1-3)Determinethescopeandmethodofdatacollectiontobeusedin｢egular

updatingfOrco-managementoftargetfisheries
（1-4)UpdatetheinfOrmationonta｢getfisheriespe｢iodically
（2-1）Buildconsensuswithfishersontheirparticipationandactionplanfo「

co-management

（2-2）BuildconsensuswithfishersaboutrulesrequiredfOrco-management
including「ulesfOrobtainingFADfishinglicense

（2-3)Examinepossiblesupportivemeasurestop｢omoteco-managementby
govemmentauthority’suchasdutyfreeconcessionandBFTＣ（Basic
Fisherman,sTrainingCourse）

（2-4）Facilitatethedevelopmentofregulationstogovernfisheries
co-managementarrangements

（2-5)Conduct｢egula｢meetingwithfishe｢s/fishersbrganizationsand
govemmentautho｢itieswhichparticipateinco-management

（3-1)Ｐ｢ovidetechnicalassistancefOrthestakeholdersofta｢getfisheries
（3-2)ProvidetechnicalassistancefOrcapacitydevelopmentofthefishe｢ies

division

（3-3）Ｐ｢ovidetechnicalassistanceforcapacitydevelopmentofthefishe｢s,
Organization

（4-1）Reviewtheexpe｢iencesofthepilotactivitiesandextractlessonｓlearned
（4-2)Participatein｢egionalworkshopstosha｢etheexperiences

６．１，put

〔)ﾍFｒｌｄ ２
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(1)lnputbyJ1CA
（a)DispatchofExperts

‐Ｐ｢OjectManagement/Fishe｢iesDevelopment

‐FisheriesCo-management
‐Otherexpertsasnecessary

(b)Ｔ｢aining

-Counte｢pa｢ttraininginJapanand/orinothercount｢ies「ega｢ding
fisheriesco-management
-Regionalseminars/Workshops/conferencesinordertosha｢elessons

leamtfromtheProjectandtodisseminateknow-howandtechnologies
developedinthePrOjectcolIaboratingwiththeCRFM

(c)EquipmentandMatenals

EquipmentandmaterialsmaybeprovidedbyJlCAfOrimplementationof
thePrOjectwithinthebudgeta｢ylimitations､lncaseofimpo｢tationsuch
equipmentandmaterialsmentionedabovewillbecometheprope｢tyof
thegovemmentofDominicauponbeingdeliveredC｣Ｆ・(costⅢinsu｢ance
andf｢eight)totheautho｢itiesconcemedofDominicaatthepo｢tsand/or
airportsofdisemba｢kation．

(2)lnputbytheFisheriesDMsion

TheFishe｢iesDivisionwilltakenecessaryｍｅａｓｕｒｅｓｔｏｐ｢ovideatitsown
expense：

（a）SeMcesoftheFisheriesDivisionIscounte｢partpe｢sonneland
administ｢ativepersonnelasreferredtoin11-7；

（b）Suitableofficespacewithnecessaryequipment；
（c）Supplyor｢eplacementofmachine｢y,equipment,inst｢uments,vehicles，

toolasparepa｢ｔｓａｎｄａｎｙｏｔｈｅ「materialsnecessaryfo「the
implementationofthePrqjectotherthantheequipmentprovideｄｂｙ
ＪｌＣＡ；

（｡）Info｢mationaswellassuppol-tinobtainingmedicalseMce；
（e）Credentialsoridentificationca｢｡s；

（f）Availabledata(incIudingmapsandphotographs)andinfO｢mation｢elated
totheProiect；

（９）Runningexpensesnecessa｢yfo｢theimplementationofthePrOiect；
（h）Expensesnecessa｢yfOrtranspo｢tationwithinDominicaoftheequipｍｅｎｔ

「efe｢rｅｄｔｏｉｎｌｌ－６（１）aswellasfOrtheinstallation，ope｢ationand
maintenancethereof;ａｎｄ

（i）NecessaryfacilitiestotheJlCAexpertsfOrthe「emittanceaswellas
utilizationofthefundsint｢oducedintoDominicafromJapanin
connectionwiththeimpIementationofthePrOject

7．lmplementationStructu｢ｅ

ＴｈｅＰ｢ojecto｢ganizationchartisgivenintheAnnexlll・Ｔｈｅ「olesand
assignmentsofrelevantorganizationsareasfOllows：

○ ３
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(1)TheFisheriesDivision
（a)PrOjectDirector

ChiefFisheriesOffice｢,ａｓｔｈｅＰ｢ojectDi｢ecto｢,wilIberesponsiblefO「
ove｢alladministrationandimplementationofthePrOject

（b)Ｐ｢ojectManage「
Senio｢FisheriesOffice｢orFisheriesOffice｢oftheFisheriesDivision,as

theProjectManageriｗｉｌｌｂｅ｢esponsibleformanagement,coo｢dination
andimplementationoftheProject．

(2)JlCAExpe｢ｔｓ
ＴｈｅＪｌＣＡｅｘｐｅ｢tswillgivenecessa｢ytechnicalguidance，adviceand
「ecommendationstotheFisheriesDivisiononanymatterspertainingtothe

implementationofthePrOiect

(3)NationalJointCoordinatingCommittee
NationalJointCoordinatingCommittee(hereinafte｢refer｢ｅｄｔｏａｓ"NJCC''）
willbeestablishedinorde「tofacilitateinteトorganizationalcoordination
NJCCwillbeheldatleastonceayea「andwheneve「deemsitnecessa『y
NJCCwillapproveanannualwo｢ｋplan，「eviewoverallprog｢ess，conduct
monitoringandevaluationofthePrOiect,andexchangeopinionsonmajo「
issuesthatariseduringtheimplementationoftheP｢OjectAlistofproposed
membe｢ｓｏｆＮＪＣＣｉｓｓｈｏｗｎｉｎｔｈｅＡｎｎｅｘｌＶ

aProjectSite(s)andBeneficia｢ies
FADfisheriesinDominica

９Duration

TheProjectisplannedtobeimplementedf｢ｏｍＭａｙｌｓｔ,２０１３(orthedateof
signingoftheRecordofDiscussions)toApril30,2018.

１０.Reports
TheFishe｢iesDivisionshallpreparethefollowing「eportsjointlywithJlCA
expertsThesereportswillbesubmittedtｏＪ１ＣＡ．
(1)Prog｢essReportonsemiannualbasisuntilthepmjectcompletion
(2)PrOiectCompletionReportatthetimeofprojectcompletion

Ｔｈｅ「epo｢ｔｓｍａｙｂｅｄｉｓｃｌｏｓｅｄｔｏｔｈｅｐｕｂｌｉｃｏｎｒequestbasedonJapanese
LawconcemingpublicaccesstoinfO｢mation、JlCAwillconsultwiththe
Fishe｢iesDivisiontothecontentsandsectionstobedisclosed．

１１．Envi｢onmentalandSocialConside｢ations

TheFisheriesDivisionagrｅｅｄｔｏａｂｉｄｅｂｙ`JlCAGuidelinesfo｢Environmental
andSocialConsiderations'inorde「toensurethatapp｢op｢iateconsiderations

wilIbemadefo｢theenvironmentalandsocialimpactsoftheProject

Ⅱ１．ＵＮＤＥＲＴＡＫＩＮＧＳＯＦＴＨＥＦｌＳＨＥＲｌＥＳＤＩＶＩＳＩＯＮ

ＯＭＬ)ワ
４
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TheFishe｢iesDivisionwilltakenecessarymeasu｢esto：

(1)ensurethatthetechnologiesandknowledgeacquiredbythenationａｌｓｏｆ
Ｄｏｍｉｎｉｃａａｓａ「esultofJapanesetechnicalcooperationcont｢ibutestothe

economicandsocialdevelopmentofDominicaandthattheknowledge
andexpe｢ienceacqui｢ｅｄｂｙｔｈｅｐｅ｢sonnelofDominicafromtechnical

t｢ainingasweｌｌａｓｔｈｅｅｑｕｉｐｍｅｎｔｐｒｏｖｉｄｅｄｂｙＪ１ＣＡwillbeutilized
effectivelyintheimplementationofthePrOject；

(2)ｇ｢antｐ｢ivileges,exemptionsandbenefitstotheJlCAexpertsrefer｢eｄｔｏｉｎ
ｌｌ－６（１）aboveandtheirfamilies,whichａ｢enolessfavorablethanthose
g｢antedtoexpertsandmembersofthemissionsandtheirfamiliesofthird

count｢ｉｅｓｏ「intemationaIorganizationspeIformingsimila「missionsin
Dominica：

(3)ｐ｢ovidesecurity-｢elatedinfO｢mationaswellasmeasurestoensu｢ｅｔｈｅ
ｓａｉｅｔｙｏｆｔｈｅＪ１ＣＡｅｘｐｅｒｔｓ;ａｎｄ

(4)ｐｅ｢mittheJlCAexpertstoenteEleaveand
durationofthei「assignmentsthereinand
registratio、｢equirementsandconsularfees．

■

sOIouminDominicafOrthe

exemptthemfromfOreign

Ｏthe「ｐ｢ivileges，exemptionsandbenefitswillbep｢ovidedinacco｢dancewith
theNotesVerbalesexchangedonMarch42013andMa｢chl5,2013between
GOJandtheGovemmentofDominica

IV8EVALUATION

J1CAandtheFisheriesDivisionwilljointlyconductthefOllowingevaluationsand
reviews．

１.Mid-termreviewatthemiddleofthecoope｢ationterm
2・Te｢minalevaluationduringthelastsix(6)monthsofthecooperationterm

JlCAwillconductthefOllowingevaluationsandsuⅣeystomainlyve｢ify
sustainabilityandimpactofthｅＰ｢OjectanddrawlessonsTheFishe｢iesDivision
is｢equi｢ｅｄｔｏｐ｢ovidenecessa｢ysupportfOrthem．

lEx-postevaluationth｢ｅｅ(3)yearsafterthep｢ojectcompletion,inprinciple
2Follow-upsu｢veysonnecessitybasis

V･ＰＲＯＭＯＴｌＯＮＯＦＰＵＢＬＩＣＳＵＰＰＯＲＴ

Forthepu｢poseofp｢omotingsupportfO｢theＰ｢｡』ect,theFisheriesDivisionwiIl
takeappropriatemeasurestomakethePrOiectwideIyknowntothepeopleof
Dominica

Ｍ１,
５
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ＶＬＭＵＴＵＡＬＣＯＮＳＵＬｍＡＴＩＯＮ

Ｊ１ＣＡａｎｄｔｈｅＦｉｓｈｅ｢iesDivisionwillconsulteachothe「wheneve「anymalo「
■

issuesariseinthecourseofPrOjectimplementation．

ⅥＬＡＭＥＮＤＭＥＮＴＳ

Thereco｢dofdiscussionsmaybeamendedbytheminutesofmeetingsbetween
JlCAandtheFishe｢iesDivisiom

Theminutesofmeetingswillbesignedbyautho｢izedpersonsofeachsidewho
ｍａｙｂｅｄｉｆｆｅ｢entfromthesigne｢softherecordofdiscussions．

Annexl

Annexll

Annexlll

AnnexlV

P｢OjectDesignMatrix:PDM
TbntativePlanofOperation:ＰＯ
Ｐ｢OjectO｢ganizationChart

ListofMemberofNationalJointCoordinatingCommittee

ひじ
rQj ６
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Ａｐｐｅｎｄｉｘ２

ＭＡＩＮＰＯｌＮＴＳＤＩＳＣＵＳＳＥＤ

1.GuidingprinciplesoftheP｢oject
ThePrOjectwasdesignedwithfollowingprinciples､1tisrecommendedthat
theP｢Oiectadheretotheseguidingprinciplesinconductingitsactivities、
ａＰ｢omotionoftheparticipato｢y，community-basedapproachinfishery

management

bUtilizationoflocalexpertiseandknowledge
（Note：``LocalexpertiseI'includesresourcepe｢sonsoftheCaribbean
RegionalFishe｢iesMechanism(CRFM)andlocalfishe｢iesofficerswho
haveaccumulatedtechnicalexpertiseandgoodp｢actices｢ega｢dingthe
fishe｢iesco-management）

ＯＡ｡｡｢essingtheregionalcommonissｕｅｓ
ｄＰ｢ecautiona『yapproach

（Note:WhentheimpactonthefisheriesIesourcesisuncertainthe

p｢Oiectwilltakep｢udentactionstoavoidorminimizenegativeimpact.）

zSelectingandfOcusingonthespecificfisheries

Fishe｢iesmanagementcapacitywillbedevelopedthroughfO｢mulatingand
impIementingmanagementplansofthespecificfisherythatenablesp｢actical
“field-testing''ofmanagementpractices・Selectioncriteriaofsuchfishe｢ｙｗｉｌＩ
ｂｅａｓｆｏｌｌｏwsj

aNewlyintroducedfishe｢y,whichatt｢actsattentionintheregionandhasa
higherpossibilityofintroducinglimitedentrymeasu｢e、

bMarketorientedfishe｢y,whereｂｙ「equi｢ementsfromthema｢ketcanbe
usedasincentivesfo｢ｐａ｢ticipatingfisheriesmanagement、

cOverfishedfishery,whoseimpactonfisheriesresourcesisoutstanding

3．CollaborationwithCRFM

WhilethePrOjectisimplementedasabi-late｢altechnicalcooperationprOject，
ｔｈｅｐｕ｢poseofthePmiectencompassessha｢ingofknowledge,experiences
andlessonslearntamongtheCaribbeancountrieswhicｈｈａｖｅｃｏｍｍｏｎ
ｉｓｓｕｅｓｏｎｆｉｓｈｅ｢iesmanagementThus，thecollaborａｔｉｏｎｗｉｔｈＣＲＦＭｉｓ

ｉｍｐｏ『tantfO｢thecoo｢dinationof｢egionalactivitiessuchasknowledgesharing
wo｢kshopsino｢dertoaccele｢atethepromotionofco-managementapp｢oach
regionwide．
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TargetFishenes:FADlIsherlesInDominica
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PrOjectDesignMatrix(PＤＭ）
Ｖｅｒ１

ＤａｔＢ２０１３/4/゛．

ProIectSumman' IndIcators hHeansofvenfication Ａｓｓｕｍｐｔｉｏｎｓ

＜OveraⅡGoaI＞

Thefisheriesco･managementapproachimpIementedaspilot

p｢ojecIwiIlbedisseminaledapprcp｢iatelyinlhetargelc0untJy．
andinlheCaribbean ｢egIon

1．Inc｢Basednumbe｢ｏｆｃｏ･mana9ementpractlcesintroduceｄｂｙｔｙｐｅｏｆ
Iishe｢iesaltertheterminaUonorp｢oject

ZIncrBasednumbe｢ofIishe｢swhopartjcipateincomanagement､by
IypeofIisheries

3・Inc｢easednumbe｢ofcountrIeswhBreco-mBnagementappToachis
ＤｒＲ制i危已ｄ己ＵｃｅＥ皀旦ｆｕＩＩｖｂｖＷ⑪②｡ｆｆＵＢｈ②rie己

1」nfoITT1aIionfrDmth⑧Fisher1esDMsion

2･lnbrmalionfromlheFi5herieｓＤＭＳｉｏｎ

3.lnformaⅡｏｎｆｒＤｍＣＲＦＭｓｅｃ｢ela｢iatandmemberccunt｢ies

＜ProjBctPurpose＞

Thelishenesco-managemenIapproachsuitabIeIoreachtargel

countJyisdeveIoped・andIssharedintheCanbbean｢egjon

1．ＭｏｒｅｔｈａｎＸＸ船ofthetar9etfishersispaTticjpatjngandob蘂Ｍｎｇｔｈｅ

agreed『uIes．

２Sha埴dappToacllisconside｢edusefuIinolhercountries⑥fCamibbean

regIon．

1．Suwey3atthetimeofthemid-termノfinalevaIuatjon
2.OpinionofthepaJticipan笛ｏｆ｢egionaIseminar

(quesUonnai｢eノinte『visws）

１

＜OutDu鱈＞

FjshenesInformallon｢equlredIorcomanagementoftarget

､she｢ｉｅｓｉｓｃｏⅡected,。｢ganEed1anduPdatedre9uIa｢Iｙ

MechanismsIo｢consensusbuiIdinOandp｢operobse『vaUonoIIhe
２「ules/reguIaliOnswilhJegardloco-managementofla｢getfisheries

３

４

areproposedandverlfIed

Know-howandtechnoIogyusefulforprcmotingfish＆riesco．

managemenIIsInlroduced

ExperlencesofthepllolacIMtiesa｢ｅ｢eviewed・andlessonsare

sharedinlheCarlbbeanreqlon

1-1Scopeoffishe｢iesinlonT1ationTeguIa｢lyupdated
十２ReliabiIityoffishenesinl○rmaljonreguIanyupdaIed

1-3Ｆ尼quencyofupdatingnsheriBsinlormation
1-4LeveIofuIuiシ盆M□npffishsnesinfo｢matjonfOrco-mana⑥②ment

2-1Numberoflheproposedmechanism!「uIesand｢egulatlons
establishedbasedonIhemechanism

2-2Ｍo｢ｅｔｈａｎＸＸ船oftheIishersispamcipaIingindecisionmakingon
fishe｢iesco･managementａ｢TangemBnIB，

2-3Ｍo｢ｅｔｈａｎＸＸ船orthenshersisobservingtheruIesestablished，

3-1Numbe｢ofknow-howandlechnoIoWmtroducedaccoIdingtoIhe
needSidentilied

3-2LeveloffamⅢ己rizaqi0nanduII1i空tＩｏｎｏｆｔｈｅｋｎｏｗＬｈｏｗａｎｄ

lechno1ogyinlmducedIOrstaffsoIFIsheneSDMsion

３３ManagenaIcapaptyofflshers,or9aniZatIonisevaIuated

(administratjon・financiaImanagemBnt・ｅＩｃ）

4.1Numbsrandcontentsofthelessonssha｢巳。

4.2NumberofcountTieswithwhichlheIessonsareshared

1-1Gui日②IineslordatacoⅡecMon

1-2AssessmentaltheUmeofmi⑫【e｢ｍﾉIinaIevaluatIon

１．３RecordbyFisheneヨＤＭｓｉｏｎ
1-4Minute3ofmeGtincBfOrcGmanaqement

2-1AssBBsmentbytheiointevaIuaIionteam
2.2Ｐａ『ticipantsandminutesofreguIa「ｍ⑧aIingsfCrco-

managementiopinionoftnefishers(questjonnaiTeノ
inteMBws）

2-3RecordsbyFishe｢iesDMsio｢Dandthenshers/fishe『s・
orQ2nl型FonIsl;oDinionofFisheriesDMsionandIhe

3-1RecordolFiBhenesDMsion

3．２０pInIon orFisheriesDivisionandthenshe｢ｓ

(questionnai｢eノinteMews）

3-3ASSessmentbytheiointevaIuaOionteamacccrdin9101he
CmlenaIdenlified

4-1ＲＳＣＣ『dsofreglonalseminais
4｡zRecordsofreqionalsemjnars

＜ActMties＞

1-1Conduclbaselonesurvevfo｢thetarqelIisheries

1-2ExamIneandImprovethesyslemoffisnermanID,fishingboaI
｢egistratlonandfIshln9boaI1icensIng

1.3DelerminethescopeandmethodoIdatacoIleclicntobeusedin

｢egulaTupdaIinglorco､managementoftargeMishe｢ies
1-4UDdaIelheInformationonta｢qetIisheriesperiDdicaIlv

Z-1BuIIdconsensuswIthfishersonIheirpa｢licipatjonandactIonpIan

forcDmanagemenl

2.2BuiIdconsensuSwIthfIshersaboulIules｢equi｢edfbrco．

mana9emenlIncludIn9『uIesfo｢obtainingFADfisI1inglicenSe

2.3ExamlnepossobIesuppomvemeasurｅｓｔｏｐ｢oｍｏｌｅｃｏ－

managemenIby90ve｢nmentauIhorlty・ｓｕｃｈａｓｄｕｔｙｆ『eｅ
concessIonandBFTC（BasIcFlshermanosT｢ainjnqCourse）

2-4FaciIilatethedeveIopmentcf｢eguIationstogovernhshe｢iesco．

managementarrangemenls

2-5Conductre9ularmeeIin9wlthfishers/fishersorganizationsand

govemmenIaulhorItleswhlchpa｢tlcupaleInco･managemenl
３１ProvidelechnIcalasslsIancefor1hesIakehoIdersoftarqeI

３２Ｐ｢oⅥdelechnicalassisIancefo｢capacOtydevelopmBntoflhe
fI日he｢DesdOvIsio、

3.3ProvIdelechnicalassislancefoTcapacitydevelopmentofthe
fIshe｢S'organIzatIon

4-1Rev8ewlheexPe｢Ience5ofIhepⅡolaclivitiesandext『actlessons
4-2PanIclpaleIn「eqIonalworkshoD9tosharelh⑧ｅＨＣ名ri⑧､e⑨己

くInputsシ

１ＪＩＣＡExperts

２０perationa1Cost

Japan

３Ｃ'PTraininginJaPan/Ihi｢dcounIr1es

４EquOpmenlandmaterDaIs

１
２
３
４

Ｃ/PpersonneI

FaCiIilieS

Domiuuica

EquipmenIandmatenals

OperationalCosl

－UnlavourabIesea

conditionswhichwould

weakennshe｢s１

molivationfo「

pa｢tIcipationdonotIast

Ｉｏｎｇｄｕ｢inglheprojecl

pe｢i､。

．Ｈu『｢UcanesDrothe「

natu｢aldD皇aste『sdonol

causeseve｢ｅｄａｍａｇｅｓ
ｏｎＦＡＤｓａｎｄｏｔｈｅ「

ImporlantfacIⅡtIesforIhe

Ｐ｢oleCt

＜Pre-condition＞

TargetIishe｢ｓａｇｒｅｅａｎｄ
showcommilmenIon

parUcipationtcthe

P｢ojecl
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TentativePIanofOperation(ve鱈Ｉｏｎｌ),Dominica
２nｄｙｅａｒ ３｢ｄｅａｒ ４１ｈｅa「 ５１ｈｅａ「

１５ｔｅａｒⅡ，Ⅲ
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PrOjectOrganizationChart,Dominica
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ＭｉｎｉｓｔｒｙｏｆtheEnvironment,NaturalResouces,PhyslcaIPIannIngandFisheries

ParmanentSecretary

-D-￣’一一
lChiefFisheriesOfficer
I（ProjectDirector） jICAExperts

lＩ
ｌ’

’’

’’

1

Research＆

Development，

Fisherie5Marketing

Fi5heries

ConseIvation，

FishereisReserveS＆

MarineMechanic

Services

Secretarial＆

Mes5enge「Ｕｎｉｔ
DataCollection

－．．＿}’
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AnnexlV

ListofMemberofNationalJointCoo｢dinatingCommittee

1．Function

NationalJointCoordinatingCommittee(he｢einafter｢efe｢redtoas"NJCC'')will

beestablishedino｢dertofacilitateinte｢-organizationalcoo｢dination、

NJCCwillbeheldatleastonceayearandwheneve｢deemsitnecessa『y・

NJCCwillapproveanannualworkplan，reviewove｢allｐ｢og｢ess，conduct

monito｢ingandevaluationoftheP｢oiect,andexchangeopinionsonmajo「

issuesthatariseduringtheimplementationofthePrOject．

２Composition

(1)Chai｢person：

ChiefFishe｢iesOffice「

(2)Memberｓ

(2-1)Dominicanside

a・SeniorFisheriesOfficer

bFishe｢iesOffice｢s

cCounterpartsoftheP｢Olect

(2-2)Japaneseside

aRep｢esentativeofJlCADominicanRepublicOffice

bJlCAExpe｢t(s)fortheProject

cOtherpersonnel｢eｌａｔｅｄｔｏｂｅｓｅｎｔｂｙＪ１ＣＡ

Notes：

(1)JapaneseEmbassyofficial(s)mayattendNJCCasobseⅣe｢(s）

(2)Chairpersonmay「equestandautho｢izetheattendancefrom

organizationsrelevanttothePrOject

(3)ＴｈｅｍｅｅｔｉｎｇｗｉｌｌｂｅｈｅｌｄａｎｄｍａｋｅｄｅｃisionswiththemE

participated．

other

members

§
し
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